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COVID19下の実体経済と株式市場のディスコネクト

　株式市場が好調である。S&P500株価指数は、感染者数が急激に増えアメリカ主要都市が

ロックダウンした3月に暴落を続け、同月23日には本年の底値をつけて本年ピークの2月19日

から約34％下落した。しかし4月以降は一転して急上昇し6月8日には本年ピークに近い水準ま

で戻した。また、NASDAQ指数は、2月19日に9,838.37をつけ、その後3月23日には6,631.42ま

で下げたが6月23日には10,221.85の最高値をつけた。わが国においても、日経平均株価指数

は、本年1月の24,084円のピークから、3月19日には16,553円の本年最安値を記録したが、その

後急回復し6月8日に23,000円台まで戻した。

　これとは対照的に経済の実態は非常に厳しい。アメリカでは4月の失業率が14.7％と史上最

高水準を記録し、5月も13.3％と高水準に留まった。都市封鎖の影響で需要の消失が顕著とな

り、実質GDP成長率は2020年1-3月期に年率5.0％のマイナス成長となり、4-6月期には需要の

消失から年率マイナス40％以上にまで達する記録的な数値になると予想されている。日本で

は、消費増税に伴う2019年10-12月期のマイナス7.2％（年率換算）から2020年1-3月期はマイ

ナス2.2％と落ち込み幅は軽減したが、民間エコノミスト予想では4-6月期は年率マイナス20％

程度と、こちらも記録的な落ち込みになると予想される。こうした状況でIMFは6月25日、世

界経済見通しを改訂し、本年のGDPはユーロ圏でマイナス10.2％、アメリカがマイナス8%、

日本もマイナス5.8％と、4月の見通しから早くも下方修正した。

　今回の危機を2008年の世界金融危機と比較すると、前回は金融システムそのものが崩壊し

全産業に広く影響がでたのに対し、今回は、非接触が原則のもと都市封鎖の影響から、外食産

業、旅行産業などのサービス産業、それも中小企業や個人事業主に大きな影響が出た。一方

で、医療、テック産業ではむしろ需要は増大し、産業間で大きなばらつきがあることも特徴で

ある。労働者の中では、非正規労働の女性、マイノリティ、高齢者などが大きなダメージを受

け、それが所得格差をさらに押し広げる形となった。

　各国政府はこれに対して未曾有のマクロ経済政策を採っている。財政面では、個人や中小企

業への所得補填、企業融資資金供与等を中心に、記録的な規模の財政出動を行っている。加え

て中央銀行も過去に類を見ない政策を採ったが、目を引くのがFRBの金融政策である。企業

や個人の資金繰り悪化に対応するため3月23日に2.3兆ドルの緊急融資プログラムを公表すると

同時に市場下支えのための証券購入の増額等も決定した。この日を契機に株価は軒並み上昇に

転じた。

信金中金月報掲載論文編集委員
勝　悦子

（明治大学 政治経済学部教授）
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　この緊急融資プログラムのうちMSLB(メインストリート融資制度)は、米財務省が出資して

SPV(特別目的会社)を作り、民間銀行の事業会社融資の95%を買い取るというもので、連銀が

民間企業へ直接融資を行うのは大恐慌以来となる。個別企業の社債購入やCP、ETFの購入も

含め、信用リスクまでとるこうした異例の金融政策は、リスクプレミアムを減退させ、市場の

センチメントを大きく好転させた。	こうしたFRBの大胆な金融政策により、信用度の低いジャ

ンクボンドや新興国株価も急速に回復したと言ってよい。

　このように、実体経済がかなり悪いなかで株価だけが好調に推移する「ディスコネクト」に

ついては様々な要因が指摘されている。Wall	Street	Journal紙等によれば、第一に、マーケッ

トリーダーが強いことである。すなわちS&P指数の約2割を占めるGAFAおよびマイクロソフ

トを含めた大手テクノロジー企業5社の株価が、前述したようなコロナ下のデジタル化の一層

の推進のなかで20～30％強大きく値を上げた。

　第二に、倒産した企業が散見される一方、すでに本年上半期の企業収益の落ち込みは織り込

まれ、2021年以降どうなるかに投資家の関心が移っていること。本年の収益の落ち込みが発

射台なので、来年以降はプラスの伸びになると予想される。

　第三に、マーガレット・サッチャー元首相が唱えたTINA(There	 is	no	alternative)である。

TINAはサッチャー元首相のスローガンで、市場経済以外に選択肢はないというものだった

が、今回は株以外に選択肢がない。FRBが社債市場でのオペレーションを強化した結果、社

債市場は正常化したが高格付け債券のイールドは低下し、株式配当が優位にある。

　第四に、V字型回復に投資家がかけていることである。様々なデータ、例えばスターバック

スアプリのダウンロード数、open	tableの予約数等を駆使すれば経済がどこまで正常化したか

観測できるが、彼らは4-6月期がボトムであることを確信している。

　しかしながら一方で、6月末に公表されたIMFの『国際金融安定性報告書』では、このディ

スコネクト自体が新たなリスクになりうることを指摘している。同報告書によれば、マーケッ

トバリュエーションでは、株価、社債などの価格が理論値から大きく乖離しており、今後、感

染第二波の到来、中央銀行支援の継続性、貿易戦争の再燃、そして所得格差拡大から生じる社

会不安の増大などが、資産価格調整のトリガーになりうるとしている。

　このように、現在の株高局面は過分に投資家のリスク選好に依存しており、非常にもろいも

のでもある。今後本格的に第二波が訪れれば、これまで融資してきた銀行、それを肩代わりす

る財政のリスクは高まる。折しもFRBが公表したストレステストでは、それぞれの景気悪化

シナリオで貸倒れ損失が跳ね上がり、自己資本比率が低下するとの結果となった。前述したよ

うに、FRBのMSLBが銀行の負担を肩代わりするのは確かであり、また、BIS自己資本比率規

制の運用緩和もなされた。しかし過去10年にわたる個人、企業の債務残高の積み上がりの最

中に今回のパンデミックが起きた訳で、金融不安が具現化する懸念は引き続き残っている。今

後のFRBや日銀の、金融政策と金融秩序維持の両面での手腕が大きく問われるところである。
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調 査

第180回全国中小企業景気動向調査
（2020年4～6月期実績・2020年7～9月期見通し）

4～6月期業況は急速に悪化、
リーマンショック時を超えて過去最悪水準

【特別調査－新型コロナウイルスの感染拡大による中小企業への影響について】

信金中央金庫
地域・中小企業研究所

調査の概要
1．調査時点：2020年6月1日～5日
2．調査方法：原則として、全国各地の信用金庫営業店の調査員による、共通の調査表に基づく「聴取り」調査
3．標 本 数：15,339企業（有効回答数　13,307企業・回答率　86.8％）
※　有効回答数のうち従業員数20人未満の企業が占める割合は　71.9％

4．分析方法：各質問項目について、「増加」（良い）－「減少」（悪い）の構成比の差＝判断D.I.に基づく分析

（概　況）
1	．20年4～6月期（今期）の業況判断D.I.は△56.9、前期比37.6ポイントの大幅悪化となった。
今回の悪化幅は過去最大で、水準面でもバブル崩壊後の最悪まで低下した。
　収益面では、前年同期比売上額判断D.I.が△59.9と前期比39.6ポイント悪化、同収益判断
D.I.は△58.9と同38.0ポイント悪化した。販売価格判断D.I.は大幅に低下して△12.4となっ
た。人手過不足判断D.I.は△2.0と急速に人手不足感が緩和した。設備投資実施企業割合は
4.4ポイント低下して17.1％となった。業種別の業況判断D.I.は全6業種で、地域別でも全11
地域で、それぞれ大幅に悪化した。
2	．20年7～9月期（来期）の予想業況判断D.I.は△58.4、今期実績比1.5ポイントの悪化を見込
んでいる。業種別では全6業種中5業種で､ 地域別では全11地域中8地域で、引き続き悪化す
る見通しにある。

業種別天気図
時　期

業種名
2020年
1～3月

2020年
4～6月

2020年
7～9月
（見通し）

総 合

製 造 業

卸 売 業

小 売 業

サービス業

建 設 業

不 動 産 業

地域別天気図（今期分）
地　域

業種名

北
海
道

東

北

関

東

首
都
圏

北

陸

東

海

近

畿

中

国

四

国

九
州
北
部

南
九
州

総 合

製 造 業

卸 売 業

小 売 業

サービス業

建 設 業

不 動 産 業
（この天気図は、過去1年間の景気指標を総合的に判断して作成したものです。）	

→低調好調←
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1．全業種総合

◯業況はリーマン時を下回り過去最悪水準

　20年4～6月期（今期）の業況判断D.I.は

△56.9と、前期比37.6ポイントの大幅悪化と

なった（図表1）。なお、今回の悪化幅は、バ

ブル崩壊局面やリーマンショック時を大きく

上回り過去最大、水準面でもリーマンショッ

ク時のボトム（2009年1～3月期の△55.3）

を下回り過去最悪水準となった。

　収益面では、前年同期比売上額判断D.I.が

△59.9、前期比39.6ポイント悪化、同収益判

断D.I.が△58.9、同38.0ポイント悪化となっ

た。また、前期比売上額判断D.I.は△55.2、

前期比35.2ポイント悪化、同収益判断D.I.は

△54.3、同33.8ポイント悪化となった。

　販売価格判断D.I.は△12.4、前期比12.3ポ

イント低下と、2011年1～3月期（△12.4）

以来、およそ9年ぶりの水準まで低下した

（図表2）。また、仕入価格判断D.I.はプラス

0.9と、同14.0ポイント低下した。

　雇用面では、人手過不足判断D.I.が△2.0

（マイナスは人手「不足」超、前期は△22.7）

と、急速に人手不足感が緩和したものの、水

準的には「不足」超にとどまった（図表3）。

　資金繰り判断D.I.は△31.8､ 前期比20.5ポ

イントの大幅悪化となり、リーマンショック

時（2009年1～3月期の△32.2）以来の厳し

い水準まで悪化した。

　また、設備投資実施企業割合は17.1％と、

前期比4.4ポイントの大幅低下となった。

　業種別の業況判断D.I.は、全6業種で大幅

悪化した。最も悪化幅が大きかったのはサー

ビス業（45.4ポイント）で、次いで不動産業

（43.9ポイント）、製造業（37.5ポイント）、

建設業（37.4ポイント）の順だった。

　また、地域別の業況判断D.I.も、全11地域

で大幅に悪化した。とりわけ、首都圏、近

（D.I.）

前年同期比収益判断D.I.

前年同期比売上額判断D.I.

業況判断D.I.

△60

△50

△40

△30

△20

△10

0

10

20

15. 6 16. 6 17. 6 18. 6 19. 6 20. 6

△56.9
△58.9
△59.9

図表1　主要判断D.I.の推移

図表2　販売価格・仕入価格判断D.I.の推移
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15. 6 16. 6 17. 6 18. 6 19. 6 20. 6

△12.4

0.9

図表3	　設備投資実施企業割合、資金繰り	
判断D.I.等の推移
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畿、中国、四国、南九州では、40ポイント

を超える大幅悪化となった。

◯小幅悪化を見込む

　来期の予想業況判断D.I.は△58.4、今期実

績比1.5ポイントの小幅悪化を見込んでいる。

　業種別の予想業況判断D.I.は、全6業種中、

サービス業で小幅改善（2.8ポイント）が見

込まれているものの、それ以外の5業種では

小幅な悪化を見込んでいる。一方、地域別で

は、全11地域中、北海道、九州北部、南九

州で小幅改善が見込まれているものの、それ

以外の8地域では小幅悪化の見通しとなって

いる。

2．製造業

◯リーマンショック時を超える大幅悪化

　今期の業況判断D.I.は△61.8、前期比37.5

ポイントの大幅悪化で、リーマンショック時

に記録した過去最悪水準（2009年4～6月期

の△61.0）をも下回った（図表4）。

　前年同期比売上額判断D.I.は△63.6、前期

比37.0ポイント悪化、同収益判断D.I.は△63.1、

同37.2ポイント悪化した。また、前期比売上

額判断D.I.は前期比32.7ポイント悪化して

△58.7、同収益判断D.I.は同32.2ポイント悪

化して△57.9と、ともに大幅悪化となった。

◯人手が9年ぶりに「過剰」超へ転じる

　設備投資実施企業割合は18.6％と、前期比

6.5ポイントの大幅低下となった。

　人手過不足判断D.I.はプラス7.1（前期は

△17.6）と、9年ぶりに人手「過剰」超に転じた。

　販売価格判断D.I.は△9.3と、前期比9.1ポ

イントの大幅低下となった。一方、原材料

（仕入）価格判断D.I.はプラス2.2と、前期比

13.5ポイントの大幅低下となったが、プラス

水準は維持した。

　なお、資金繰り判断D.I.は△33.4、前期比

20.6ポイントの大幅悪化で、2009年4～6月

期（△33.8）以来の11年ぶりの水準まで低下

した。

◯全22業種で大幅悪化

　業種別業況判断D.I.は、製造業全22業種す

べてで大幅に悪化した（図表5）。

　素材型（全7業種）では、鉄鋼と紙・パル

プの悪化幅が40ポイント超と、相対的に大

幅だった。

　部品加工型（全3業種）の悪化幅は、いず

れも製造業全業種に比べれば若干ながら小幅

にとどまった。

　建設関連型（全4業種）では、家具の悪化

幅が50ポイント近くに及び、相対的に大幅

だった。

（D.I.）

前年同期比売上額

業況
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△61.8
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△63.6

前年同期比収益

図表4　製造業　主要判断D.I.の推移
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　機械器具型（全4業種）は、輸送用機器の

悪化幅が50ポイント超と相対的に大きく、

水準（△80.4）も製造業全22業種中で最も厳

しいものとなった。

　消費財型（全4業種）では、衣服と出版・

印刷の悪化幅が40ポイントを超え、相対的

に大幅だった。

◯全属性・全規模で大幅悪化

　販売先形態別の業況判断D.I.は、いずれの

形態も大幅悪化となった。なお、総じて厳し

いなかで問屋商社型の悪化幅（29.8ポイン

ト）が相対的には小幅だった。

　一方、輸出主力型の業況判断D.I.は、前期

比45.2ポイント悪化して△65.2、内需主力型

も同38.0ポイント悪化して△61.0となった。

　従業員規模別の業況判断D.I.は、いずれの

階層でも40ポイント前後の大幅な悪化とな

り、すべての階層が△50を下回る水準まで

低下した。なお、100人以上の階層の悪化幅

（44.1ポイント）が相対的に最も大幅だった。

◯全11地域で大幅悪化

　地域別の業況判断D.I.は、全11地域で大幅

に悪化した（図表6）。最も悪化幅が大き

かったのは南九州（46.5ポイント）で、次い

で四国（44.0ポイント）、近畿（41.4ポイン

ト）、東海（40.0ポイント）の順だった。な

お、マイナス幅（水準）に着目すると、北陸

（△73.1）、東海（△72.6）などが相対的に最

も厳しい水準となっている。

◯一段と悪化の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は、今期実績比2.1

ポイント悪化の△63.9と、一段の悪化を見込

んでいる。

　業種別には、全22業種中、皮製品など6業

種が小幅な改善を見込んでいるものの、それ

以外の16業種では横ばいないし悪化を見込

んでいる。

　また、地域別には、小幅改善を見込む北海

道と南九州以外の9地域で、引き続き悪化す

ることが見込まれている。		
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図表6　地域別業況判断D.I.の推移
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図表5　業種別業況判断D.I.の推移
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3．卸売業

◯業況は大幅に悪化

　今期の業況判断D.I.は△63.9、前期比33.1

ポイントの大幅な悪化となった（図表7）。

　なお、前年同期比売上額判断D.I.は△65.6、

前期比38.3ポイントの悪化、同収益判断D.I.は

△64.7、同38.9ポイントの悪化となった。

◯全15業種で悪化

　業種別の業況判断D.I.は、全15業種で悪化

した。最も悪化幅が大きかったのは繊維

（50.9ポイント）で、次いで機械、貴金属の

順だった。一方、地域別では、最も悪化幅が

大きかったのは首都圏（43.7ポイント）で、

次いで東海、北海道、四国の順だった。

◯一段と悪化の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△65.3、今期実

績比1.4ポイントの悪化を見込んでいる。業

種別には、全15業種中、玩具など4業種で小

幅改善が見込まれているものの、それ以外の

11業種では横ばいないしは悪化見通しと

なっている。また、地域別には、全11地域

中、関東や四国など7地域で悪化が見込まれ

ている。

4．小売業

◯業況は大幅に悪化

　今期の業況判断D.I.は△62.4、前期比32.5

ポイントの大幅な悪化となった（図表8）。

　なお、前年同期比売上額判断D.I.は△64.2、

前期比34.1ポイントの大幅な悪化、同収益判

断D.I.は△61.0、同31.4ポイントの大幅な悪

化となった。

◯全11地域で大幅に悪化

　業種別の業況判断D.I.は、全13業種で大幅

に悪化した。とりわけ、飲食店では65.4ポイ

ント悪化し、△89.1となった。また、地域別

では全11地域で大幅な悪化となった。なか

でも、南九州が58.9ポイントの大幅な悪化と

なった。

◯悪化の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△63.1、今期実

△63.9
△64.7
△65.6

（D.I.）
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図表7　卸売業　主要判断D.I.の推移
（D.I.）
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図表8　小売業　主要判断D.I.の推移
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績比0.7ポイントの悪化を見込んでいる。

　業種別には、全13業種中、飲食品や書籍・

文具など6業種で悪化の見通しとなってい

る。また、地域別では全11地域中、北海道、

東北、北陸、東海の4地域で悪化の見通しと

なっている。

5．サービス業

◯業況は大幅に悪化

　今期の業況判断D.I.は△67.7、前期比45.4

ポイントの大幅な悪化となった（図表9）。

　なお、前年同期比売上額判断D.I.は△66.6、

前期比48.8ポイントの大幅な悪化、同収益判

断D.I.は△65.9、前期比46.8ポイントの大幅

な悪化となった。

◯全8業種で悪化

　業種別の業況判断D.I.は、全8業種で大

幅に悪化した。とりわけ、旅館・ホテルは

△96.1と極めて厳しい水準となった。地域別

では全11地域で大幅な悪化となった。なか

でも、首都圏と中国で50ポイントを上回る

大幅な悪化となった。

◯小幅改善の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△64.9、今期実

績比2.8ポイントの小幅改善を見込んでいる。

　業種別には、全8業種中、4業種で改善の

見通しとなっている。また、地域別では全11

地域中、9地域で改善の見通しとなっている。

6．建設業

◯業況は大幅に悪化

　今期の業況判断D.I.は△32.4、前期比37.4

ポイントの大幅な悪化となった（図表10）。

　なお、前年同期比売上額判断D.I.は△42.3、

前期比42.0ポイント悪化し、同収益判断

D.I.は△42.4、同37.2ポイントの大幅な悪化

となった。

◯全4請負先で大幅に悪化

　業況判断D.I.を請負先別でみると、全4請

負先で大幅な悪化となった。

　地域別では、全11地域で大幅な悪化と

なった。中でも、首都圏、東海、近畿、中国

で40ポイントを上回る大幅な悪化となった。

（D.I.）

前年同期比売上額
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図表9　サービス業　主要判断D.I.の推移 図表10　建設業　主要判断D.I.の推移
（D.I.）
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◯悪化の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△36.5、今期実

績比4.1ポイントの悪化を見込んでいる。

　請負先別では、全4請負先で悪化、地域別

では全11地域中、北海道を除く10地域で悪

化の見通しとなっている。

7．不動産業

◯業況は大幅に悪化

　今期の業況判断D.I.は△43.7、前期比43.9

ポイントの大幅な悪化となった（図表11）。

　なお、前年同期比売上額判断D.I.は△49.0、

前期比44.2ポイントの大幅な悪化、同収益判

断D.I.は△47.7、同40.7ポイントの大幅な悪

化となった。

◯全11地域で大幅に悪化

　業況判断D.I.を業種別でみると、全5業種

で大幅に悪化した。とりわけ、建売では50

ポイントを上回る大幅な悪化となった。

　地域別では、全11地域で大幅な悪化と

なった。なかでも、近畿、中国、四国、九州

北部では50ポイントを上回る大幅な悪化と

なった。

◯悪化の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△46.5、今期実

績比2.8ポイントの悪化を見込んでいる。

　業種別では、全5業種中、貸家を除く4業

種で悪化、地域別では全11地域中、関東や中

国など8地域で悪化の見通しとなっている。

図表11　不動産業　主要判断D.I.の推移
（D.I.）
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◯国内消費不振と営業活動自粛の影響大きい

　新型コロナウイルスによる事業活動への影

響については、「国内消費の不振」が45.0％と

最も高く、以下、「営業活動の自粛（43.8％）」、

「展示会、イベント、商談会等の中止・延期

（23.1％）」、「取引先の閉鎖等の混乱（14.7％）」

が続いた（図表12）。対して、「特に影響は

なし」は16.0％となった。

　従業員規模別にみると、規模が大きいほど

「営業活動の自粛」の割合が高い傾向にあ

り、規模が小さいほど「特に影響はなし」の

割合が高い傾向にあった。

特別調査
新型コロナウイルスの感染拡大による中小企業への影響について

図表12　新型コロナウイルスによる事業活動への影響	 （単位：%）

営業活動
の自粛

展示会、
イベント、
商談会等の
中止・延期

国内消費
の不振

インバウ
ンド需要
の低下

サプライチェー
ン寸断等によ
り原材料等の
調達が困難

出社
困難者の
発生

店舗や
工場等の
閉鎖

取引先の
閉鎖等の
混乱

その他
特に
影響は
なし

全　　　　体 43.8 23.1 45.0 6.3 8.4 2.8 6.7 14.7 3.9 16.0

地
　
域
　
別

北 海 道 40.9 26.1 42.3 9.4 6.4 1.8 4.4 12.4 4.4 18.8
東 北 46.1 28.8 48.2 5.8 8.3 1.9 7.3 12.4 4.9 16.4
関 東 47.9 27.6 45.7 4.4 9.6 1.2 4.9 13.9 4.4 16.6
首 都 圏 39.4 15.2 43.1 3.9 9.4 3.8 7.7 14.3 3.0 16.7
北 陸 52.0 30.2 48.8 7.6 8.1 3.0 3.5 13.5 3.8 13.4
東 海 46.1 25.0 51.0 5.4 8.1 2.5 7.3 14.6 5.0 13.2
近 畿 49.5 26.3 46.9 9.8 8.8 4.2 7.6 18.8 4.2 12.0
中 国 40.5 24.4 44.3 5.5 8.4 2.0 6.0 12.0 4.4 18.6
四 国 37.8 26.7 40.8 7.1 5.3 1.6 5.8 12.7 3.7 21.0
九 州 北 部 43.6 17.6 39.5 5.1 8.1 2.1 5.8 14.8 3.5 17.9
南 九 州 38.4 24.8 38.5 6.2 7.1 1.5 7.3 15.0 3.0 20.1

規
　
模
　
別

1 ～ 4 人 38.7 19.0 45.7 5.3 6.7 1.6 6.3 13.9 3.6 17.3
5 ～ 9 人 39.0 21.8 44.4 6.6 9.2 2.6 6.7 16.7 4.4 16.6
10 ～ 19 人 44.4 23.5 43.7 6.7 8.8 3.2 6.6 14.9 4.4 17.0
20 ～ 29 人 48.8 24.5 44.0 6.4 9.3 3.7 7.2 16.8 3.7 15.4
30 ～ 39 人 50.9 27.0 46.4 8.0 9.8 2.3 6.4 15.6 2.6 13.6
40 ～ 49 人 52.3 32.6 44.7 8.2 9.0 6.1 9.2 11.7 4.2 12.7
50 ～ 99 人 59.0 31.8 47.2 5.9 10.6 5.2 6.4 11.8 2.7 11.3
100～199人 55.6 29.3 47.4 4.5 10.5 4.5 5.3 11.7 5.3 12.0
200～300人 66.4 33.6 38.3 7.5 12.1 6.5 8.4 11.2 8.4 5.6

業
　
種
　
別

製 造 業 41.7 23.4 49.9 6.9 8.3 3.0 6.8 17.2 3.6 13.6
卸 売 業 47.8 28.7 51.5 8.4 9.4 2.2 7.7 21.1 2.5 9.9
小 売 業 43.6 27.4 53.3 7.0 5.0 2.1 6.6 12.7 4.0 11.7
サービス業 50.1 21.0 42.7 8.1 4.2 3.9 8.5 10.8 4.9 14.3
建 設 業 37.3 15.5 25.3 1.9 16.2 3.2 4.5 11.9 4.6 29.0
不 動 産 業 48.3 21.3 37.6 3.9 6.2 2.7 5.9 9.3 4.9 22.3

（備考）最大3つまで複数回答



12	 信金中金月報　2020.8

◯営業時間縮小や勤務時間削減などで対応

　新型コロナウイルス感染拡大を受けた対応

については、「生産量・営業時間の縮小

（24.7％）」が最も高く、以下、「パートなど

非正規社員の勤務時間削減（17.4％）」、「給

与やボーナス、手当の削減（10.1％）」が続

いた（図表13）。対して、「特に対応を行っ

ていない」は35.0％となった。

　業種別にみると、サービス業で「パートな

ど非正規社員の勤務時間削減」の割合が高

く、そのほかの5業種では「生産量・営業時

間の縮小」の割合が高い。また、従業員規模

別にみると、規模が小さいほど「特に対応を

行っていない」の割合が高い傾向にあった。

図表13　新型コロナウイルス感染拡大を受けた対応	 （単位：%）

生産量・
営業時間
の縮小

生産量・
営業時間
の拡大

取引条件
の見直し

事業の
抜本的な
見直し

社員の削
減（非正
規職員を
含む）

パートなど
非正規職
員の勤務
時間削減

給与や
ボーナス、
手当の
削減

休廃業の
検討 その他

特に対応
を行って
いない

全　　　　体 24.7 2.0 7.4 8.0 2.4 17.4 10.1 2.4 4.5 35.0

地
　
域
　
別

北 海 道 22.7 1.3 6.3 5.3 1.4 15.7 6.8 1.1 4.9 44.5
東 北 20.2 1.6 7.5 9.6 1.5 14.2 11.5 2.5 5.1 41.2
関 東 21.1 1.7 7.2 7.1 3.4 16.5 10.1 2.6 6.6 37.7
首 都 圏 32.1 3.2 7.9 8.2 1.7 15.0 8.5 2.4 2.4 30.6
北 陸 24.0 0.8 5.4 9.4 3.0 19.4 13.9 2.2 6.4 30.7
東 海 20.6 1.5 7.3 7.5 3.8 20.8 13.0 3.3 6.6 32.0
近 畿 24.3 1.6 6.8 10.3 2.6 21.0 11.9 2.4 5.5 31.3
中 国 20.3 1.4 7.5 6.6 3.2 18.3 11.2 1.7 5.8 36.2
四 国 18.1 2.8 8.8 6.0 1.9 13.5 7.2 1.2 3.0 48.4
九 州 北 部 25.0 1.5 7.1 5.4 1.3 17.0 6.4 2.5 3.3 39.0
南 九 州 20.4 1.1 9.8 7.8 3.0 16.9 8.9 3.7 2.6 40.5

規
　
模
　
別

1 ～ 4 人 26.1 1.7 7.2 7.5 1.3 12.0 7.9 3.5 2.6 40.7
5 ～ 9 人 24.0 1.7 8.2 7.5 2.2 18.0 10.0 1.6 3.3 36.3
10 ～ 19 人 23.3 1.8 7.4 9.2 2.4 19.6 11.5 1.1 4.7 34.4
20 ～ 29 人 23.5 1.7 6.4 8.4 3.0 20.5 11.1 2.5 7.1 31.4
30 ～ 39 人 25.4 2.9 7.5 7.2 3.3 23.4 11.1 1.5 5.5 28.9
40 ～ 49 人 23.1 1.6 7.5 9.8 3.6 25.6 14.0 3.0 8.5 25.2
50 ～ 99 人 27.4 4.2 7.4 8.0 3.4 20.0 9.9 1.3 8.0 25.5
100～199人 22.3 1.1 6.0 7.2 7.2 22.6 14.3 3.0 8.3 25.3
200～300人 15.9 5.6 6.5 7.5 9.3 19.6 14.0 7.5 13.1 20.6

業
　
種
　
別

製 造 業 27.5 2.6 6.0 8.0 3.0 20.0 11.6 2.2 4.1 29.6
卸 売 業 23.7 1.8 10.0 9.5 2.3 17.3 12.1 2.6 4.0 31.8
小 売 業 27.1 1.9 5.3 7.4 2.6 19.9 8.9 3.4 3.5 33.0
サービス業 22.1 1.6 6.6 9.5 2.8 23.6 12.4 4.0 6.3 29.4
建 設 業 19.4 1.3 7.9 5.6 1.1 7.4 6.4 0.9 5.5 52.7
不 動 産 業 23.4 1.2 13.6 9.2 1.0 10.6 6.0 0.7 4.8 42.0

（備考）最大3つまで複数回答
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◯6社に1社で、売上が半分以上減少

　仮に新型コロナウイルスの影響がなかった

場合（例年の4～6月）と比較しての今期（4

～6月）の売上げについては、10％以上減少

した企業が全体の59.4％を占めた（図表14）。

対して、「ほぼ変化なし（10％未満の増減）」

は34.6％、「10％以上増加」は6.0％となった。

　内訳をみると、「90％以上減少（1.7％）」、

「70％以上90％未満の減少（5.2％）」、「50％

以上70％未満の減少（9.5％）」と、売上が半

分以上減少した企業が、合計で全体の6社に

1社におよぶ。とりわけサービス業では、旅

館・ホテルや娯楽業を中心に売上が減少した

企業が多くみられた。

図表14　4～6月の売上げ（例年比）	 （単位：%）

売上が10%以上減少 ほぼ
変化なし
（10%未満
の増減）

売上が10%以上増加 （参考）
売上の
平均
変化率

90%以上
の減少

70%以上90%
未満の減少

50%以上70%
未満の減少

30%以上50%
未満の減少

10%以上30%
未満の減少

10%以上30%
未満の増加

30%以上	
の増加

階 級 値 -90% -80% -60% -40% -20% 0% 20% 30%
全　　　　体 59.4 1.7 5.2 9.5 13.5 29.4 34.6 6.0 5.4 0.7 △	21.4

地
　
域
　
別

北 海 道 53.3 1.3 5.7 8.1 10.9 27.3 42.3 4.4 4.0 0.5 △	19.4
東 北 54.7 1.6 5.4 7.8 13.4 26.5 38.9 6.4 5.4 1.0 △	19.7
関 東 56.4 2.1 3.6 7.4 13.4 29.9 36.7 6.9 6.0 0.9 △	19.1
首 都 圏 63.4 1.3 4.2 9.2 14.8 33.9 31.2 5.4 5.0 0.4 △	21.6
北 陸 62.1 2.7 8.3 11.6 15.4 24.1 33.1 4.8 4.5 0.3 △	26.1
東 海 60.9 2.0 5.4 9.9 13.2 30.5 32.6 6.5 5.7 0.8 △	22.0
近 畿 57.5 1.7 5.8 10.0 12.1 27.8 35.2 7.3 6.4 0.8 △	21.1
中 国 61.0 1.5 6.6 12.0 13.1 27.6 35.6 3.4 2.9 0.5 △	24.0
四 国 56.7 0.5 5.3 10.9 12.0 28.0 35.4 7.9 6.7 1.2 △	19.9
九 州 北 部 58.1 2.8 3.3 8.3 14.4 29.3 34.8 7.1 6.0 1.2 △	20.2
南 九 州 60.1 3.0 6.5 10.8 14.9 24.7 33.7 6.2 6.0 0.3 △	24.1

規
　
模
　
別

1 ～ 4 人 62.4 1.7 4.9 12.0 16.0 27.7 32.7 4.9 4.4 0.5 △	23.6
5 ～ 9 人 61.6 1.8 5.6 10.0 13.9 30.3 32.0 6.4 5.6 0.9 △	22.3
10 ～ 19 人 59.5 1.6 5.2 8.1 13.0 31.6 34.1 6.4 5.6 0.9 △	20.6
20 ～ 29 人 56.2 2.1 5.7 6.6 11.7 30.1 36.9 6.9 6.1 0.8 △	19.6
30 ～ 39 人 54.7 1.8 5.0 7.9 8.2 31.7 39.0 6.3 5.5 0.8 △	18.7
40 ～ 49 人 53.9 2.9 7.2 8.2 9.2 26.5 39.7 6.4 6.0 0.4 △	20.9
50 ～ 99 人 51.8 0.7 4.0 5.8 10.4 31.0 41.3 6.9 6.5 0.4 △	16.2
100～199人 49.4 0.0 3.4 6.0 11.7 28.3 43.0 7.5 6.8 0.8 △	15.1
200～300人 55.1 0.0 4.7 6.5 16.8 27.1 34.6 10.3 10.3 0.0 △	17.8

業
　
種
　
別

製 造 業 62.1 0.8 4.9 10.1 15.3 31.0 31.7 6.2 5.4 0.8 △	21.7
卸 売 業 61.6 1.2 4.9 10.2 14.3 30.9 30.6 7.8 7.3 0.5 △	21.5
小 売 業 64.6 1.8 6.3 11.7 16.1 28.7 28.4 7.0 6.1 0.9 △	24.4
サービス業 63.6 5.9 7.7 11.2 11.6 27.1 31.1 5.3 4.7 0.6 △	27.2
建 設 業 47.6 0.8 3.3 5.2 9.6 28.7 47.9 4.5 4.1 0.4 △	15.1
不 動 産 業 49.3 1.1 4.5 6.6 9.6 27.3 46.7 4.0 3.6 0.4 △	17.1

（備考	）平均変化率の算出にあたっては、それぞれの階級値（「90%以上減少」は「-90%」、「30%以上増加」は「＋30%」と
した。）にそれぞれの割合を掛けた（例：「全体」の平均変化率は、1.7×△90%＋5.2×△80%＋9.5×△60%＋13.5×△
40%＋29.4×△20%＋34.6×0%＋5.4×20%＋0.7×30%＝△21.4%と算出）
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◯各種支援制度の利用申請が増える可能性も

　新型コロナ対応の資金繰り支援制度およ

び、資金繰り以外の政府による支援策（補助

金、休業補償、減税、納税猶予など）活用状況

について、資金繰り支援制度は21.9％、支援

策は11.3％がすでに利用していた（図表15）。

「申請中」は資金繰り支援制度で15.2％、支

援策で18.2％となった。

　一方、「申請したが、利用できなかった」

は資金繰り支援制度で0.6％、支援策では

0.7％にとどまり、申請した企業ではほとん

どが利用できたことがうかがえる。

　また、「今後、利用する可能性がある」は

資金繰り支援制度で36.9％、支援策で46.5％

に上っており、今後、利用申請がさらに増え

る可能性がある。

図表15　新型コロナ対応の各種制度の活用状況	 （単位：%）

資金繰り支援制度 政府による支援策

すでに
利用した

申請中
である

今後、
利用する
可能性が
ある

今後も
利用する
つもりは
ない

申請
したが、
利用でき
なかった

すでに
利用した

申請中で
ある

今後、
利用する
可能性が
ある

今後も
利用する
つもりは
ない

申請
したが、
利用でき
なかった

全　　　　体 21.9 15.2 36.9 25.4 0.6 11.3 18.2 46.5 23.4 0.7

地
　
域
　
別

北 海 道 17.9 12.1 40.3 29.3 0.5 8.9 15.4 45.2 29.6 0.9
東 北 20.9 11.4 39.5 27.9 0.2 10.4 13.5 48.8 26.8 0.5
関 東 23.9 11.7 37.0 26.2 1.2 9.8 17.0 47.7 25.2 0.3
首 都 圏 17.0 13.0 41.6 27.6 0.8 7.1 17.3 50.6 24.1 0.9
北 陸 21.3 20.3 31.8 26.2 0.3 18.8 21.5 37.0 22.4 0.4
東 海 25.9 17.9 30.5 25.0 0.6 12.1 19.8 44.9 22.7 0.6
近 畿 24.0 20.2 36.2 19.3 0.4 13.0 21.6 47.0 18.0 0.3
中 国 24.2 15.9 33.6 25.8 0.5 13.6 19.2 44.9 21.4 1.0
四 国 22.4 15.3 34.7 26.9 0.7 13.7 14.5 43.0 27.5 1.3
九 州 北 部 26.2 14.2 35.6 23.3 0.7 18.0 19.1 40.5 21.6 0.9
南 九 州 29.1 12.8 31.8 25.4 0.8 13.8 18.1 44.1 23.1 0.9

規
　
模
　
別

1 ～ 4 人 17.4 14.0 36.2 31.7 0.6 10.5 18.1 44.3 26.2 0.8
5 ～ 9 人 23.3 16.4 38.5 21.0 0.7 11.6 18.7 47.5 21.5 0.8
10 ～ 19 人 25.8 17.5 37.3 19.0 0.4 12.0 17.4 49.8 20.4 0.4
20 ～ 29 人 26.4 16.1 35.2 21.7 0.6 12.6 19.4 44.6 22.7 0.7
30 ～ 39 人 23.9 16.0 37.0 22.1 1.1 11.0 17.8 48.0 22.3 0.9
40 ～ 49 人 24.7 15.3 32.5 26.8 0.8 13.6 19.9 44.3 21.6 0.7
50 ～ 99 人 21.5 11.6 40.2 26.2 0.5 10.4 14.8 49.5 25.0 0.3
100～199人 21.5 9.4 38.9 29.1 1.1 9.8 21.3 46.7 21.7 0.4
200～300人 14.2 5.7 37.7 41.5 0.9 4.9 22.3 43.7 29.1 0.0

業
　
種
　
別

製 造 業 24.0 15.8 39.2 20.2 0.8 10.7 20.0 50.0 18.7 0.6
卸 売 業 26.9 15.9 35.8 20.6 0.8 12.2 18.6 48.2 20.1 0.9
小 売 業 20.3 14.7 33.8 30.5 0.7 11.9 19.3 41.4 26.3 1.1
サービス業 23.5 15.8 33.7 26.3 0.7 15.1 20.4 41.3 22.3 0.9
建 設 業 15.9 13.6 39.8 30.4 0.3 8.1 13.4 47.4 30.7 0.3
不 動 産 業 17.3 14.2 35.3 33.0 0.2 10.6 13.8 46.2 29.3 0.1
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◯約6割が年内の資金繰りに不安

　新型コロナウイルスの影響が出る以前に保

有していた現預金残高については、「売上の

3か月分以上」が24.9％、「売上の1～3か月分」

が42.3％となった（図表16）。2009年に行っ

た同様の調査ではそれぞれ13.9％、28.9％に

とどまっており、当時と比較して相対的に現

預金を保有していたことがうかがえる。

　2020年中の資金繰りについては、「やや不

安がある」が47.2％、「かなり不安がある」

が14.6％と、合計で約6割の企業で不安があ

ると回答した。

図表16　コロナ以前の現預金の保有残高と2020年の資金繰り	 （単位：%）

現預金の保有程度 2020年中の資金繰り
売上の
3か月分
以上

売上の
1～3か月
分

売上の
2週間分
～1か月分

売上の
2週間分
未満

ほとんど
保有して
いない

把握して
いない

不安は
ない

あまり
不安は
ない

やや
不安が
ある

かなり
不安が
ある

全　　　　体 24.9 42.3 15.8 6.0 6.6 4.4 11.9 26.3 47.2 14.6

地
　
域
　
別

北 海 道 28.2 39.1 17.8 5.0 4.6 5.2 16.7 31.0 40.2 12.1
東 北 21.7 40.0 16.7 6.6 9.8 5.2 8.2 23.1 50.7 18.0
関 東 23.9 43.6 16.4 6.4 5.7 4.0 12.2 27.3 45.3 15.1
首 都 圏 22.9 43.1 16.3 6.1 5.9 5.8 10.5 24.9 51.9 12.7
北 陸 23.6 39.4 16.9 6.7 8.9 4.4 10.1 24.4 48.5 17.0
東 海 28.8 42.2 13.9 5.6 6.4 3.1 14.0 27.8 44.7 13.5
近 畿 27.6 45.3 13.1 5.4 5.7 2.9 12.5 27.8 44.3 15.4
中 国 24.4 41.7 16.3 6.7 7.8 3.1 12.7 26.0 43.3 18.0
四 国 22.7 38.2 17.6 5.9 8.7 7.0 10.9 27.0 48.5 13.7
九 州 北 部 23.1 45.7 16.7 4.6 6.6 3.3 11.2 25.9 50.0 12.9
南 九 州 21.0 39.2 18.6 8.5 8.9 3.9 10.1 22.3 50.1 17.4

規
　
模
　
別

1 ～ 4 人 19.4 37.5 18.3 8.4 10.4 6.1 9.9 22.5 50.5 17.1
5 ～ 9 人 21.9 45.1 16.0 5.7 7.1 4.2 9.5 24.5 50.1 15.9
10 ～ 19 人 26.5 45.5 15.0 5.0 4.2 3.6 10.8 27.9 48.5 12.8
20 ～ 29 人 29.2 45.3 14.4 3.8 4.6 2.8 14.5 28.5 42.2 14.7
30 ～ 39 人 33.9 42.9 13.0 4.3 3.3 2.5 17.0 30.7 40.6 11.6
40 ～ 49 人 34.2 42.0 14.6 3.8 2.9 2.5 15.9 31.6 38.5 14.1
50 ～ 99 人 33.3 46.6 10.8 3.2 2.4 3.7 17.8 34.8 40.9 6.5
100～199人 36.2 45.1 11.3 3.9 1.6 1.9 20.8 31.7 39.0 8.5
200～300人 37.4 42.1 14.0 5.6 0.0 0.9 23.6 36.8 34.9 4.7

業
　
種
　
別

製 造 業 25.5 43.9 15.5 5.2 6.4 3.4 10.9 24.7 48.3 16.2
卸 売 業 21.2 42.1 17.6 7.7 7.2 4.3 11.7 25.9 47.4 15.0
小 売 業 17.9 37.2 20.6 9.6 9.3 5.5 9.2 23.0 49.7 18.1
サービス業 23.6 42.4 17.7 5.1 6.6 4.5 11.3 22.2 46.3 20.2
建 設 業 29.6 45.1 11.9 4.2 5.0 4.4 14.4 33.2 45.4 7.0
不 動 産 業 36.7 41.7 8.7 3.2 3.9 5.8 18.0 34.1 42.4 5.5
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「調査員のコメント」から
　全国中小企業景気動向調査表には、「調査員のコメント」として自由記入欄を設けている。ここで
は、本調査の調査員である全国の信用金庫営業店職員から寄せられた声の一部を紹介する。

（1）新型コロナウイルスの感染拡大からの被害
・輸入先であるアメリカ業者の営業停止に伴いニシン（抱卵）の仕入れルート減少、ニシンの地域消費低
迷も重なり、年末商材である数の子が大きな影響を受ける可能性あり。	（ニシン、数の子製造　北海道）
・今年度予定されていた中国人実習生15名のうち6名が来日できず、生産量減少。（ホタテ貝製造　北海道）
・店舗休業等により売上減少、売上回復には半年以上かかる予想。	 （パン製造　岩手県）
・前年と比較して仕事が35％減となっており、見通しが立たない。融資を受けても返すあてもない。
	 	 	 （自動制御盤製造　神奈川県）
・県外取引先との打ち合わせが十分にできておらず業務に遅れがでている。オンラインでは十分な打ち合
わせができない。	 	 （コンクリート二次製品製造　静岡県）
・米中貿易摩擦の影響に加えコロナウイルス感染拡大により受注大幅に減少し経営環境は厳しくなっている。
	 （精密機械製造　愛知県）
・コロナウイルス発生後店頭での売上はゼロとなり、インターネット販売は前年の10％減となった。6月～
8月までの動きが重要となる。	 	 （衣服製造　福岡県）

・航空便の減便等によって物流が停滞し、百貨店向け高級品の販売も落ち込んでいる。	
	 （青果物卸売　北海道）
・売上が大幅減少。廃業することも含め、今後の対応方針を決めなければならない。
	 （革製品かばん卸売　北海道）
・本来は東京五輪やふるさと納税品などでの売上増を見込んでいた。飲食系の休廃業により売上が大幅に
減少している。	 （生鮮食品卸売　愛媛県）
・ニセコ地区の外国人がほとんど帰国したため、灯油の需要量が減少。従来から現預金は保有しており、
資金繰りに問題はない。	 （プロパンガス、石油販売　北海道）
・オークションや業者間の市場も停止しており、海外の顧客も来られないため、2月から店を閉めた。
	 	 （陶磁器、作業服等販売　神奈川県）
・顧客に直接販売できない状況がかなりの痛手となっている。今は、リモートを通じて販売員の意識向上
を心がけている。	 （化粧品小売　長野県）
・コロナウイルスで考えがつかず、先が全く読めない状況。どうしたらよいかもわからない現状。今回の
アンケートは、申し訳ないが回答できなかった。	 （飲食店　石川県）
・3－5月の展示会は中止。6月より再開したが、来店客は例年の半分にとどまる。
	 （木材家具製造販売　静岡県）
・贈答用需要が主であり、繁忙期である3、4月にコロナの影響を受けたのが痛手となった。
	 （胡蝶蘭小売　愛知県）
・観光客に人気の老舗だが、コロナの影響が深刻で資金繰り難に陥った。融資で当面の資金ショートは免
れたが、今後の回復がなければ再び資金ショートの懸念が残る。	 （うどん店　香川県）
・宿泊客、宴会ともに減少し売上半減。弁当販売を始めたが効果は小さく、役員借入金で資金不足を補填
している。	 （宿泊、仕出し、宴会　北海道）
・外出自粛でタクシー利用者も減少。夜間の売上が大きな部分を占めているため、厳しい状況。
	 （タクシー　秋田県）
・結婚式はすべてキャンセル。法事は少人数。葬儀は家族葬でお膳ではなく弁当の持ち帰り。結果、売上
がほとんどない状況になっている。	 （結婚式場、飲食店　宮城県）

・授業がストップし、売上が減少。稼ぎ時の夏期講習ができるか心配。	 （学習塾　千葉県）
・営業時間の短縮や休業等を余儀なくされている。6月以降、別の新事業の展開を検討中。
	 （遊技業　静岡県）
・ホテル等のリネンの受注が大幅に減少。受注回復まで時間を要し、資金繰りが厳しい。
	 （クリーニング　岡山県）
・資材入荷の遅れや現場管理の繁雑化などで工期の長期化が予想され、資金繰りが不安。	（建設　北海道）
・コインパーキング事業で20％減収、テナント賃金引下げ要請で30％減収。	 （不動産賃貸　埼玉県）
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※	本稿の地域区分のうち、関東は茨城、栃木、群馬、新潟、山梨、長野の6県。首都圏は埼玉、千葉、
東京、神奈川の1都3県。東海は岐阜、静岡、愛知、三重の4県。九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県。
南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄の5県。

（2）新型コロナウイルスの感染拡大からの被害を受けていない、または特需がある
・新型コロナウイルスの影響は全く受けていなく、業況に不安はない。人員不足により受注できない状況
から求人広告等を行っている。今後一括仕入れが予定されており、借入の予定あり。	
	 （ガラス、サッシ製造　北海道）
・来店客は例年通りであり、こういう時でも来店していただける事に幸せを感じた。東日本大震災の時も
同様であった。	 （和菓子製造　岩手県）
・コロナウイルスの影響なく、逆に来店客が増え売上増加となった。	 （パン製造　群馬県）
・北陸新幹線関連の受注が安定しており、売上は順調に推移している。コロナウイルスの影響なく今後は
設備投資も検討している。	 （生コンクリート製造　福井県）
・営業活動の自粛やテレワークの導入などで影響はあるが、自宅待機による需要の増加で売り上げは増加
傾向にある。	 （うどん、出汁製造　大阪府）
・今のところコロナウイルスの影響なく、逆にネット販売が好調に推移している。	 （海苔製造　山口県）
・飲食店は休業したものの、併設する精肉小売りは、自家消費の増加により増収。全体として思っていた
ほどの減少にはなっていない。	 （ジンギスカン　岩手県）
・手作りマスクの流行により、ガーゼ布地やゴム紐の売れ行きがすごく、入店制限を行うほどとなった。
ネット販売のほうも忙しく、今後も安定した売上げが期待できる。（生地、手芸、カーテン小売　埼玉県）
・家庭で食事をする機会が増えたことや近隣で買い物する人が増えたことで、売上が増加。これまで希薄
となっていた顧客も来店していたので、定着してくれればとのこと。	 （精肉販売　神奈川県）
・コロナによる受注減少はなし。影響少ない分、地域に貢献することが当社の役割と考え、道内の医療機
関や市に寄付を行った。	 	 （設計測量　北海道）
・特にコロナの影響なし。今後も「新常態」に向け需要増の見込み。人手不足が続いている。
	 （IT関連　埼玉県）
・公共事業がメインであり、コロナウイルスの影響は特にない。休校や施設の閉鎖により施工時間に余裕
ができ残業が減った為、収益性が上がった。	 （建設　静岡県）

（3）新型コロナウイルスの感染拡大を受けての取組み
・催事の中止に伴い減収、新たな取組みとして配達を開始し売上増加を目指す。
	 （納豆、ところてん製造　北海道）
・物流の停滞により国内外の受注減少。フェイスガードやパーテーション等を新規開発し業況回復を図る。
	 	 （包装資材製造　富山県）
・インターネット販売への移行や店舗の感染防止対策に注力している。	 （緑茶製造　静岡県）
・広告物の激減により、資金繰り支援を実施。今後、特殊加工を生かした開発と販売に注力していく。
	 	 （オフセット印刷製造　兵庫県）
・中国からの輸入が遅れていたが今は回復している。今後受注減少が予想されることから、新たに布製マ
スクの製造を開始している。	 （靴下製造　兵庫県）
・売上大幅に減少しているが、今だから出来ることを選別し新しい取組みを行っている。
	 （カメラ部品製造　宮崎県）
・国内販売が低調に推移する可能性が高く、中国向け販売に注力していく方針。
	 （農業資材器具卸売　山形県）
・会社として働き方改革を進める中でコロナが発生。「逆に思い切った決断ができた。売上は減少したが、
従業員が休んだ際の代行の仕事を通じて個々の能力アップにもつながった」とのこと。
	 （塗装販売　静岡県）
・消毒用アルコール製造など新分野での可能性を見出している。各種支援を受け、収束を待つ。	
	 （清酒卸売　愛媛県）
・営業休止を余儀なくされた。資金繰り相談や政府支援について早期に対応行っている。また、オンライ
ン販売に着手するなど、新たな販路拡大へ向け取り組んでいる。	 （時計、宝飾品小売　岩手県）
・各種イベントの中止を受けて売上げ減少。今は耐えて商品ラインナップ充実を図る。
	 （花、植木小売　静岡県）
・店舗は営業自粛するも、前年より注力していたネット販売の売上が前年比1.8倍になった。店舗は閉鎖を
検討している。	 （さいふ、靴下、雑貨小売　兵庫県）
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（キーワード）�住宅、不動産、個人による貸家業、空き家、住宅寿命、住宅残存率、DID

（視　点）
　日本は少子化で新たに世帯を構える世代の人口が漸減しているが、超低金利環境や税制改正
等を反映して不動産の取得が増えるなど、金融機関の不動産向け貸出は底堅く推移した。この
ような住宅の新設戸数や不動産向け貸出が、世帯数や既存住宅の築年数などを勘案した“実需”
と照らして過剰であるか検証することは、将来的な地域社会や地域金融機関の健全性を把握す
るうえで重要である。本稿では、地域別に住宅数や空き家の動向、住宅の供給過剰度、世帯の
居住特性、住宅残存率などの住宅の現状や特徴について検討し、将来的な住宅建築戸数を地域
別に推計するなど、地域社会や地域金融機関の先行きについて住宅の状況から展望する。

（要　旨）
⃝	総貸出残高に占める不動産業向け貸出や住宅ローンといった不動産関連のシェアは、国内
銀行で41％、信金で47％と4～5割に達する（19年度末）。近年、サブリース問題や景気減
速などで新規貸出は縮小しているが、金融機関の不動産関連への依存度は非常に高い。

⃝	18年の住宅数は6,241万戸で5年前より2.9％増加した。空き家は849万戸で3.6％増え、空き
家率は13.6％である。空き家のうち賃貸用は433万戸、0.8％の微増であった。東日本大震
災の被災地や徳島・佐賀・香川等で賃貸用の押上げ寄与が大きい。用途がない空き家は、
東北や高知・島根・宮崎等で増えており、地域社会の生活利便性や治安の悪化が懸念される。

⃝	13年から18年の住宅の供給動向を世帯数の増減率との対比でみると、東日本大震災の被災
地や和歌山・徳島・鹿児島等で過剰傾向がみられた。一方、愛知・広島等は貸家の空室が
減少するなど、供給過剰の度合いが弱まっているものと見込まれる。

⃝	住宅数の所有関係・建て方別の動向（98→18年）をみると、東京圏は借家や戸建ての持ち
家から分譲マンション等の共同住宅の持ち家、近畿圏は借家から持ち家、地方圏は戸建て
から共同住宅にシフトしている。この20年間で地方ではマンション・アパート志向が強
まった。

⃝	約30～40年前（81～90年）に建築された住宅（1,395万戸）の65％は、18年時点で現存し
て世帯が暮らしている。居住世帯がいる住宅の戸数が半減する築年数（住宅寿命）は45年
と推計される。住宅寿命は東京圏で40年前後、北陸・中四国・九州沖縄の地方圏は50年を
上回る。

⃝	将来（25年度上期まで）の住宅建築戸数は年換算で77万戸と推計され、これは19年度の着
工実績より13％少ない水準である。特に、都市部を除く九州沖縄や東北は4割半ば～5割弱、
中四国・北陸・甲信越は3～4割低い水準になると見込まれ、建築戸数が大幅に減少する可
能性がある。地域金融機関は貸出を不動産関連向けに依存することが困難になり、地域住
民の生活利便性の向上などのニーズに応えた金融サービスを一段と強化する必要がある。

調 査

地域別の住宅の現状と展望
－25年度上期までの地域別の住宅建築戸数を推計－

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

峯岸　直輝
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1．問題意識

日本の少子高齢化問題は深刻化しており、

特に地方では若年層の人口流出で、結婚・出

産・子育ての基盤となる世帯の新たな創出が

減少し、人口の再生産力が一段と弱まってい

る。しかし、実家から独立して新たに居を構

える世代の人口が漸減しているにも関わら

ず、超低金利環境の長期化や税制改正等を反

映して、節税対策・投資目的等による住宅等

の不動産の取得が増えるなど、金融機関の不

動産業向け貸出や個人向け住宅ローンは底堅

く推移してきた。日本の人口減少による期待

成長率の低下などで国内企業の資金需要が総

じて低迷する一方、不動産業向け貸出や個人

向け住宅ローンの残高は高まっている。近

年、空き家の増加、都市のスポンジ化（注1）、

相次ぐサブリース（アパート等の転貸を目的

とした一括借上げ）のトラブル・住宅の施工

不良などが社会問題化するなか、このような

新たに建築された住宅の戸数や不動産向け貸

出が、実際に住宅に居住する世帯の数や既存

住宅の築年数などを勘案した“実需”と照ら

して過剰になっていないのかを検証すること

は、将来的な地域社会や地域金融機関の健全

性を把握するうえで極めて重要と考えられ

る。日本銀行『金融システムレポート（19

年4月号）』などでも、金融機関の不動産業

向け貸出に対するリスクについて取り上げて

いるが、本稿では、地域別に住宅数の推移、

空き家の状況、住宅の供給過剰度、世帯の居

住特性の変化、築年数別の住宅残存率などの

住宅の現状や特徴について検討し、将来的な

住宅建築戸数を地域別に推計するなど、地域

社会や地域金融機関の先行きについて住宅の

状況から展望する。

2	．不動産関連（不動産業＋個人向け
住宅）貸出の動向

（1	）国内銀行・信用金庫の不動産業向け貸

出・個人向け住宅ローンの推移

一戸建て・マンション等の持ち家や貸家等

の住宅およびオフィスなどの不動産関連（不

動産業向け設備資金（注2）＋個人向け住宅資金

とする）向けの貸出残高についてみると、国

内銀行は19年度末で188.5兆円に達しており、

10年前の140.6兆円から34.0％増加している

（図表1左）。主に貸家・貸ビル等の取得資金

となる不動産業の設備資金は10年間で44.2％

増、個人向け住宅資金は同30.1％増と高い伸

び率で推移してきた。国内銀行は、近年、働

き方改革や都市再開発等を反映した都市部で

のオフィス需要の拡大なども不動産業向け貸

出の押上げに大きく寄与した可能性がある。

信用金庫の不動産関連向けの貸出残高は、

19年度末が31.0兆円であり、10年前の24.2兆

円から28.0％増加した（図表1右）。不動産業

の設備資金は10年間で48.5％増、個人向け住

（注）1	．都市において、空き地・空き家等の低未利用地が時間的・空間的にランダムに発生し、都市の密度が低下することで、生
活利便性の低下、治安・景観の悪化、地域の魅力が失われる等の支障が生じる。
2	．不動産業では、貸ビル、貸家建設用地資金など賃貸を目的とする場合は「設備資金」、分譲土地購入および分譲住宅建設用
資金などは「運転資金」に計上される。
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宅資金は15.2％増であり、不動産業向けは国

内銀行より伸び率が高い。09年度末から19年

度末の10年間における総貸出残高の伸び率

は、国内銀行が23.4％増、信用金庫が13.3％増

であり、不動産関連の寄与度は各々11.4％ポ

イント、10.6％ポイント、寄与率は各々48.6％、

79.6％であった。つまり、この10年間におけ

る総貸出残高の増加額のうち、不動産関連に

よる押上げ効果が国内銀行で約5割、信用金

庫で約8割を占めたことを示しており、特に

信用金庫で不動産関連への依存度が強まった

様子がうかがえる。

総貸出残高に占める不動産関連向け貸出の

割合は、19年度末で国内銀行は36.3％、信用

金庫は42.6％、不動産業の運転資金も含めれ

ば各々41.3％、47.1％に達し、信用金庫では

約5割に達する（図表2）。特に、信用金庫

は、不動産業向け貸出のシェアが23.5％と、

個人向け住宅ローン（23.6％）に匹敵する規

模に拡大した。アパートローンを含む「個人

による貸家業」の設備資金残高は、09年度

末から19年度末の10年間に信用金庫で4.8兆

円から5.4兆円へ0.6兆円の増加にとどまり、

統計でアパートローンが適切に捕捉されてい

ないという指摘があるが（注3）、不動産業向け

貸出は、信用金庫の貸出残高の増加に大きく

寄与している。ただ、不動産業の貸出先1件

当たり貸出残高（含む運転資金、19年度末）

をみると、国内銀行は1.4億円、信用金庫は

0.8億円であり、信用金庫は国内銀行に比べ

ると規模が小さな貸出先が多い。

新規貸出（年度計）でみると（図表1参照）、

3.5 3.5 
2.9 2.9 3.0 3.0 2.7 2.7 2.3 2.3 2.3 2.3 

3.0 3.0 3.2 3.2 3.6 3.6 3.3 3.3 3.5 3.5 3.3 3.3 3.1 3.1 3.0 3.0 2.8 2.8 2.9 2.9 3.1 3.1 3.3 3.3 3.7 3.7 3.9 3.9 
4.3 4.3 4.5 4.5 4.2 4.2 3.8 3.8 3.6 3.6 

13 13 
14 14 15 15 

16 16 17 17 
19 

20 
21 

22 23 23 24 24 24 25 25 26 27 
28 

29 30 31 31 31 

16 16 17 17 
18 19 19 20 20 

21 
23 

24 
25 26 26 27 27 27 28 28 29 30 

31 
32 

33 34 34 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0

5

10

15

20

25

30

35

40

95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

新規貸出（右目盛り）
前年度末残高＋当期中新規貸出－当年度末残高（右目盛り）
信用金庫の不動産業（設備資金）向け
貸出・個人向け住宅ローン残高（左目盛り）

＜参考＞
信用金庫の不動産業向け貸出・個人向け
住宅ローン残高（左目盛り）

（兆円） （兆円）

（年度末/年度計）

25 25 21 21 21 21 20 20 20 20 21 21 
23 23 23 23 24 24 25 25 27 27 25 25 25 25 

23 23 21 21 21 21 21 21 23 23 25 25 24 24 25 25 
30 30 

26 26 25 25 26 26 77 77 82 82 87 87 90 90 96 96 99 99 103 103 106 106 
114 114 117 117 

124 124 128 128 132 132 136 141 144 147 151 155 159 164 
172 178 184 188 

115 115 120 125 127 131 130 131 132 
138 140 

148 153 157 159 162 164 167 171 175 180 
187 

195 
202 

209 215 215 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0

25

50

75

100

125

150

175

200

225

250

95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

新規貸出（右目盛り）
前年度末残高＋当期中新規貸出－当年度末残高（右目盛り）
国内銀行の不動産業（設備資金）向け
貸出・個人向け住宅ローン残高（左目盛り）

＜参考＞
国内銀行の不動産業向け貸出・個人向け
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図表1　不動産業向け貸出および住宅ローンの残高と新規貸出の推移（左：国内銀行、右：信用金庫）

（備考）1	．不動産業（設備資金）向け貸出と個人向け住宅ローンの合計とした。不動産業の分譲土地購入および分譲住宅建
設用資金などは「運転資金」に該当し、＜参考＞の残高は不動産業の「運転資金」を含んだ金額である。「個人によ
る貸家業」は不動産業に分類される。
2	．本稿では、図表および文章中の数値は四捨五入した値である。
3	．日本銀行『貸出先別貸出金』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が作成

（注）3	．アパートローンなどの「個人による貸家業」は、日本銀行『貸出先別貸出金』では「不動産業」に分類される。但し、金
融機関は個人向け住宅ローンと認識しているが、実態は投資用不動産向けである場合があるなど、アパートローンが「個人
向け住宅ローン（個人の住宅・消費（割賦返済分）の設備資金）」などとして計上される可能性があることに留意を要する。
金融庁『投資用不動産向け融資に関するアンケート調査（19年3月）』では、個人が投資目的で不動産を取得する場合、資産
管理会社を設立して借り入れるケースや、単に住宅ローンに区分しているケースもあり、既存の業種分類では捉えられず、
正確に捕捉するには限界があると指摘している。
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国内銀行は10年度、信用金庫は09年度をボ

トムに増加に転じ、16年度にピークに達し

た後は減少基調で推移している。2010年代

半ば頃までは、金融緩和政策の強化、相続税

等の節税対策の浸透、サブリース会社による

賃貸住宅経営の勧誘激化などでアパートロー

ンや投資用不動産向け融資などが活発化し

た。2010年代後半は、サブリース・不動産

投資等に関する勧誘・契約のトラブルや銀行

の不正融資（注4）、アパートの違法建築などの

不祥事が相次ぎ、18年に金融庁等がサブ

リース契約に対して注意喚起したことで、不

動産投資への慎重化や金融機関による審査の

厳格化・融資の消極化などが強まったうえ、

景気減速による先行き不透明感の高まりなど

を反映して新規貸出の縮小が続いている。

（2）業態別の個人向け住宅ローンの推移

前節では、不動産関連向け貸出を国内銀行

と信用金庫についてみたが、本節では、個人

向け住宅ローンに的を絞って全業態について

動向をみることにする。

国内全体における個人向け住宅ローン残高

は、09年度末の175.1兆円をボトムに増加に

転じており、18年 度末には197.4兆 円へ

12.7％（22.3兆円）増加した（図表3左）。こ

の期間における新規貸出（年度計）は、16

年のマイナス金利政策導入に伴う住宅ローン

金利の低下を反映した借換えの増加などがみ

られたものの、20兆円前後の横ばい圏で推

移した。個人が主に住宅ローンを組んで取得

する持家と分譲住宅を合わせた新設住宅着工

戸数（年度計）の推移をみると、直近10年

（注）4	．サブリース賃料の一定期間の保証を謳いながら、期間の途中で賃料の見直しがなされて賃料収入が大幅に減額されたり、
融資審査書類等で預金残高・所得水準などが偽造・改竄されたりするなどのトラブルが相次いだ。
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図表2　総貸出に占める不動産業向け貸出と個人向け住宅ローンの割合（左：国内銀行、右：信用金庫）

（備考）1	．各業態の総貸出残高に占める貸出先別構成比の不動産業向け貸出と個人向け住宅ローンの推移。不動産業は「運
転資金」を含む。
2	．日本銀行『貸出先別貸出金』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が作成
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間（10～19年度）は、14年4月の消費税率引

上げ（5→8％）に伴う駆込み需要と反動減

がみられたものの（13年度61.2万戸→14年度

51.4万戸）、おおむね50～60万戸の水準を維

持した（平均54.6万戸）。底堅い住宅需要が

新規貸出を下支えしている。その一方、返済

は減少基調で推移していると見込まれ、新規

貸出が返済を上回ることで残高が拡大してい

ると考えられる。

個人向け住宅ローン残高の業態別構成比の

推移をみると、1990年代後半には住専（住

宅金融専門会社）問題でノンバンク、2000

年代に入って旧住宅金融公庫の直接融資の縮

小・原則廃止（注5）などで政府系金融機関が

シェアを落とした（図表3右）。そのシェア

を奪う形で、民間の預金取扱機関のシェアが

高まったが、近年は大手銀行で利鞘が薄い住

宅ローンの新規の直接融資を縮小するなどの

採算性重視の動きがみられ、国内銀行は横ば

いで推移している。信用金庫は、シェアが

1990年代前半の5％台半ばから上昇し、16年

度末には8.8％に達した。足元の19年度上期

末は8.5％と若干低下したものの、2000年代

半ば以降はおおむね8％台を維持しており、

安定的に推移している。17年度以降は、信

用金庫のシェアがわずかに低下し、労働金庫

と農協でやや上昇傾向にあるが、業態別の

シェアに大幅な変動はみられない。近年、個

人向け住宅ローン残高は増加してきたが、特

定の業態が著しく過度に住宅ローンを拡大さ

せているという状況ではない。

（注）5	．07年4月に住宅金融公庫から住宅金融支援機構へ改組。災害関連向けなどに限定して直接融資は継続している。
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図表3　国内全体の個人向け住宅ローン残高・新規貸出（左）と業態別構成比（右）の推移

（備考）1	．公的機関については、個人向け以外の法人向け（企業、団体等）ローンを含めていない。住宅金融公庫は07年4月
に住宅金融支援機構へ改組しており、直接融資は災害融資等に限定されている。新規貸出は借換えを含む。右図の
「19上」は19年度上期末であり、沖縄振興開発金融公庫等の一部機関を除いた合計に対する構成比である。
2	．住宅金融支援機構『業態別の住宅ローン新規貸出額及び貸出残高に関する調査結果』より信金中央金庫	地域・中
小企業研究所が作成
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3	．住宅数の推移と都道府県別の住居
の特徴および将来的な住宅建築戸数
の地域別動向

（1）住宅数の推移と空き家の現状

①	全国の住宅数の動向～住宅総数と居住世帯

あり住宅数・種類別空き家数の長期推移

日本における住宅総数（注6）は、総務省統

計局『住宅・土地統計調査』によると18

年に6,240万7,400戸に達しており、5年前

の前回調査（13年）より2.9％（177.9万戸）、

年率0.6％のペースで増加した（図表4左）。

1998年からの20年間でみると、24.2％（1,216

万戸）、年率1.1％で増加してきたので、足

元は増加ペースが鈍化しつつある。この住

宅総数のうち、「居住世帯のある住宅（注7）」

は5,361万6,300戸であり、この5年間で

2.9％（151.4万戸）、年率0.6％増加した。住

宅総数の85.9％には居住者が暮らしてお

り、この「居住世帯のある住宅」のうち、

35.6％（1,906万戸）は借家である。借家

のシェアは、20年前の38.1％から徐々に低

下してきたが、この5年間では居住世帯が

いる借家の戸数が2.9％（54.6万戸）増加

しており、シェアは下げ止まっている。

一方、日常的に暮らしている居住者がい

ない「空き家」は、18年時点で848万8,600

戸であった（図表4右）。20年前より47.3％

（272.5万戸）、年率2.0％増加したが、5年

前と比べると3.6％（29.3万戸）、年率0.7％

の増加で鈍化している。「空き家」は住宅総

数の13.6％を占め、1988年の9.4％、1998

（注）6	．「住宅」とは、一戸建ての住宅やアパートのように完全に区画された建物の一部で、一つの世帯が独立して家庭生活を営むこ
とができるように建築または改造されたものをいう。“廃屋”は、そのままでは家庭生活を営むことが困難なため、この調査の
「住宅」に該当しない。住宅総数＝居住世帯のある住宅＋居住世帯のない住宅（一時現在者のみの住宅＋空き家＋建築中の住宅）
7	．この「居住世帯のある住宅」とは、調査日に当該住居に3か月以上住んでいるか、調査日前後で3か月以上住むことになっ
ている場合を示す。
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図表4　居住世帯の有無別の住宅数（左）と種類別の空き家数・空き家率（右）の長期的推移

（備考）1	．「空き家」の内訳の「その他の住宅」は、「空き家」のうち、別荘等の「二次的住宅」や「賃貸用の住宅」、「売却
用の住宅」以外で、転勤・入院等で長期不在の住宅や建替え等で取り壊す予定である住宅の他に、空き家の区分の
判断が困難な住宅などを含む点に留意を要する。
2	．総務省統計局『住宅・土地統計調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が作成
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年の11.5％、2008年の13.1％と徐々に上昇

してきた。しかし、この10年間は13％台

で推移しており、空き家率の上昇ペースが

緩慢になっている。「空き家」の種類で最

も戸数が多いのは「賃貸用の住宅」（以下、

「賃貸用の空き家」と呼ぶ。）であり、18

年は432.7万戸、住宅総数に占める割合は

6.9％であった。20年前より80.7万戸増加

しているが、この5年間では3.5万戸の増加

にとどまっており、シェアは10年前の

7.2％から若干低下している。近年、サブ

リース等の投資目的のアパートが増えてい

ると見込まれるが、18年時点の統計上は、

貸家の空室が著しく増加しているとは言い

難い。また、「空き家」のうち、別荘等の

「二次的住宅」や「賃貸用・売却用の空き

家」以外で、転勤・入院等で長期不在の住

宅や建替え等で取り壊す予定である住宅な

どの「その他の住宅」（以下、「その他の空

き家」と呼ぶ。）は348万7,200戸で、住宅

総数に占める割合は5.6％であった。この

ような用途がなく放置されている「その他

の空き家」は、この20年間で91.1％（166

万戸）、年率3.3％増加したが、直近5年間

では9.5％（30.4万戸）、年率1.8％の増加で

ペースが減速している。

約850万戸の「空き家」のうち、腐朽・

破損がある（注8）住宅は22.4％（189.7万戸）

を占め、住宅総数の3.0％に相当する。特

に、「その他の空き家」は28.8％（100.6万

戸）に腐朽・破損があり、空き家は十分な

メンテナンスがなされずに放置されている

ことも少なくない（注9）。ただ、この統計で

は、家庭生活を営むことができないほど老

朽化している“廃屋”は「住宅」とみなさ

れない。倒壊の危険があるような保安・防

犯・衛生保全・景観などを著しく阻害して

いるような“廃屋”なども含めた一般的に

空き家とみなされる建物は一段と多いもの

と見込まれる。13年から18年に住宅総数

は178万戸増加したが、この5年間の新設

住宅着工戸数は470万戸であり、この差は

おおむね“廃屋”の増加や除却された住宅

などの戸数と考えられ、292万戸に達する

（図表13参照）。国土交通省『建築物滅失

統計調査』による届出があった老朽化など

で除却（含む災害被害）された住宅の戸数

は、この5年間（13年10月～18年9月）累

計で61万戸なので、統計上「住宅」とみ

なされない“廃屋”などが231万戸程度増

えた可能性がある。また、国土交通省（注10）

によると、市区町村が把握した「管理不全

の空き家」は30.7万物件、うち保安上危

険・衛生上有害である「特定空家等（注11）」

（注）8	．「腐朽・破損あり」とは、建物の主要な構成部分（壁・柱・床・はり・屋根等）やその他の部分に不具合があるものを指す。
例えば、外壁が所々落ちている、壁や基礎の一部にひびが入っている、瓦が一部外れている、雨どいが破損してひさしの一
部が取れている場合などである。但し、腐朽・破損があっても家庭生活を営める状態の住宅である。
9	．「居住世帯のある住宅」のうち、「腐朽・破損あり」の住宅は6.4％である。
10	．国土交通省『空家等対策の推進に関する特別措置法の施行状況等について』（19年10月1日時点）
11	．『空家等対策の推進に関する特別措置法』の「特定空家等」は、①倒壊等著しく保安上危険となるおそれがある、②著し
く衛生上有害となるおそれがある、③適切な管理が行われないことで著しく景観を損なっている、④その他周辺の生活環境
の保全を図るために放置することが不適切である状態の空き家等で、『住宅・土地統計調査』の「空き家」に該当しないと
見込まれる。
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は2.4万物件であり、これらのうち7.7万物

件が市区町村の取組みで除却等がなされ

た（注12）。足元、暮らすことができる「空き

家」の増加ペースは緩やかになったが、居

住が困難な“廃屋”と化した建物が増加し

ている可能性があり、保安・防犯・衛生保

全・景観面などで地域の生活環境が悪化し

ているおそれがある。

②	都道府県別の住宅数の動向～住宅総数の

推移と空き家の現状

都道府県別に住宅総数の動向をみると、

1988年以降の30年間では、全国では約1.5

倍（48.6％増）に増加しているが、京都府・

大阪府のベッドタウンとして発展してきた

滋賀県が約1.8倍（77.2％増）と大幅に増

加しており、首都圏や愛知県などの大都市

圏、宮城県・福岡県などの地方中枢都市圏

や沖縄県も増加率が高かった（図表5左）。

また、人口減少が著しい秋田県（注13）でも

2018年は1988年の1.2倍（20.7％増）の水準

にある。ただ、13年から18年の5年間は、兵

庫県・秋田県・高知県などの一部の県で住

宅総数が減少に転じており（図表8参照）、

他の都道府県も総じて増勢は鈍化しつつ

ある。

また、都道府県別に13年から18年の5年

間の「空き家」の動向をみると、宮城県・

福島県・岩手県といった東日本大震災の被

災地で増加率が著しく高い（図表5右）。

特に、被災3県は、津波・原発事故等によ

る住宅被害・避難・復興などへの対応に伴

う住宅供給などが影響し、「賃貸用の空き

家」が増えている。全国では貸家の空室が

大幅に増加している状況ではないが、空き

家の増減率に対する「賃貸用の空き家」の
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図表5	　都道府県別の住宅総数の推移（1988～2018年、左）と直近（13年→18年）の空き家数
の増減率（右）

（備考）総務省統計局『住宅・土地統計調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成

（注）12	．『空家等対策の推進に関する特別措置法』が施行された15年度から19年度上期までの累計。除却等の内訳は、「管理不全
の空き家（除く特定空家等）」は6.9万物件、「特定空家等」は0.8万物件で、現存する「特定空家等」は1.6万物件である。

13	．総務省『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数』によると、秋田県の人口（日本人）は1988年度（1989年3月
31日）の124.5万人から2018年度（2019年1月1日）は99.6万人へ20％減少している。
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寄与度は、被災3県の他に、徳島県が10.8％

ポイント、佐賀県が9.0％ポイント、香川

県が8.2％ポイント、和歌山県が7.2％ポイ

ント、鹿児島県が6.3％ポイントと高く、

貸家が空き家数の押上げに大きく寄与し

た。また、「その他の空き家」は、東北各

県に加え、高知県・島根県・宮崎県・山口

県・和歌山県などで空き家数の押上げ寄与

が大きい。一方、新潟県は、この調査結果

によると別荘が1.7万戸で13年の0.4万戸か

ら急増しており、「二次的住宅」の寄与度

が高かった。

18年における「空き家」の住宅総数に

占める割合をみると、山梨県・長野県・和

歌山県・四国各県・鹿児島県が18％を超

える水準で高かった（図表6）。一方、東

京圏・愛知県や宮城県・京都府・福岡県な

どの都市部、滋賀県・沖縄県などの世帯数

の増加が顕著な地域（注14）、山形県などの借

家が少ない地域は低い。別荘等の「二次的

住宅」は、軽井沢・蓼科高原・八ヶ岳・安

曇野・佐久等がある長野県（4.8％）、富士五

湖・清里高原等がある山梨県（3.9％）、熱

海・伊豆・御殿場等がある静岡県（2.4％）、

越後湯沢・妙高等がある新潟県（1.9％）、

那須高原・日光・鬼怒川等がある栃木県

（1.8％）、北軽井沢・嬬恋・草津温泉等が

ある群馬県（1.6％）、南紀白浜等がある和歌

山県（1.5％）など、有名な避暑地・観光地

がある地域でウェイトが高い。また、「賃貸

用・売却用の空き家」は、借家住まいの傾

向が強い大阪府（10.5％）や東京都（8.1％）

などの大都市圏の他に、北関東各県・山梨

県・静岡県といった東京圏の周辺部で

8.0％を超えており、北海道・宮城県・愛知

県・兵庫県・岡山県・福岡県といった政令

指定都市がある都市部も7.0％を上回った。

その他では和歌山県・山口県・徳島県・大

0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20
22
24

全
国
北
海
道

青
森
岩
手
宮
城
秋
田
山
形
福
島
茨
城
栃
木
群
馬
埼
玉
千
葉
東
京
神
奈
川

新
潟
富
山
石
川
福
井
山
梨
長
野
岐
阜
静
岡
愛
知
三
重
滋
賀
京
都
大
阪
兵
庫
奈
良
和
歌
山

鳥
取
島
根
岡
山
広
島
山
口
徳
島
香
川
愛
媛
高
知
福
岡
佐
賀
長
崎
熊
本
大
分
宮
崎
鹿
児
島

沖
縄

その他の空き家 賃貸用の空き家 売却用の空き家 二次的住宅

（％）

図表6　都道府県別の空き家の割合（対住宅総数、18年）

（備考）総務省統計局『住宅・土地統計調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成

（注）14	．総務省『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数』によると、08年度から18年度の世帯数（日本人）の増減率
は、沖縄県が16.2％増で1位、滋賀県が11.2％増で2位だった。
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分県なども貸家・売却用の空き家が比較的

多い。使用目的がなく放置されているよう

な「その他の空き家」は、高知県（12.8％）、

鹿児島県（12.0％）、和歌山県（11.2％）、島

根県（10.6％）、徳島県（10.3％）、愛媛県

（10.2％）が10.0％を超えており、高齢者

の割合が高かったり、高齢者のみの世帯が

多かったりする地域で高い傾向がある。

近年、「空き家」数が増える要因として、

①節税対策・投資目的等で「個人による貸

家業」を始めた世帯によるアパート等の住

宅供給、②別居している親の死亡等でその

持ち家を相続するケースの増加などが可能

性として挙げられる。このような現在居住

している住宅（現住居）以外に住宅を所有

している世帯の比率（対普通世帯（注15）数）

は、全国で約1割（9.8％）に達する（18

年、図表7左）。その世帯のうち約半分

（48.4％）は親族が居住している住宅、約4

分の1（24.0％）は入居者がいる貸家、約3

割（27.0％）は空き家を現住居以外に所有

している（注16）。普通世帯全体のうち、現住

居以外に空き家を所有している世帯の比率

は2.7％で、空室の貸家を所有している比

率は0.4％と18年時点ではわずかである。

普通世帯が現住居以外に所有している住宅

数は、全国で764.8万戸あり、そのうち貸

家は451.8万戸、空き家の貸家は42.4万戸

なので、空室率は9.4％となる。都道府県

別に現住居以外に所有している貸家の戸数

をみると、東京都は55.9万戸で最も多く、

神奈川県・愛知県・大阪府・埼玉県・静岡

県が20万戸を超える（図表7右）。人口規

模が大きい都市部で個人が所有する貸家の
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図表7	　現住居以外に住宅を所有する世帯の比率（左）とその貸家・売却用住宅の戸数・貸家の
空室率（右）

（備考）1	．18年時点。現住居以外に住宅を所有している普通世帯（左図）およびその住宅（右図）が対象。左図は普通世帯
数に対する比率。普通世帯数＝「現住居以外の住宅を所有している」世帯数＋「現住居以外の住宅を所有していな
い」世帯数としたため、所有の有無が不明な世帯は含んでいない。左図の相続・贈与で取得した空き家所有世帯比
率と右図の住宅総数以外の数値は「調査票乙」の結果を用いた。
2	．総務省統計局『住宅・土地統計調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成

（注）15	．普通世帯は、主世帯＋同居世帯（二人以上の世帯）＋住宅以外の建物に居住している世帯（二人以上世帯）で、同居して
いる単身世帯および住宅以外の建物に居住している単身世帯以外の世帯である。

16	．現住居以外に所有する住宅が複数ある世帯があるので、これらの割合には重複している世帯が含まれる。
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戸数は多いが、普通世帯数（注17）に対する比

率でみると静岡県が14.7％で最も高い。た

だ、貸家の空室率でみると、香川県・山口

県・群馬県・山梨県・大分県が15％を超

えており、静岡県の10.2％や全国の9.4％

より高く、これらの県は「個人による貸家

業」の住宅供給が比較的過剰になっている

おそれがある。

また、現住居以外に相続・贈与で取得

した住宅があり、その住宅が空き家になっ

ている世帯は、18年時点で全国に33.9万世

帯ある。これは普通世帯全体の0.7％に相

当し（注18）、鹿児島県・和歌山県・島根県・

山口県・香川県・三重県などで高かった

（図表7左参照）。これらの県や東北・北

陸・信越・中国・四国・南九州各県など

は、個人が所有する貸家の空室数より相続

等で取得した空き家の方が多い。今後、親

の死亡によって相続した土地・住宅の有効

活用や家屋の解体などが地域課題として一

段と重要性が高まろう。

（2	）都道府県別の世帯数からみた住宅数の供

給過剰度および居住世帯あり住宅の特徴

住宅総数の85.9％には居住者が暮らしてお

り、住宅総数の動向は世帯数の推移とおおむ

ね連動している。図表8は、各都道府県にお

ける13年から18年の5年間の主世帯（注19）数と
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図表8　都道府県の住宅数と世帯数の増減率（13→18年）

（備考）1	．世帯数は「主世帯」の数。住宅数は「居住世帯あり住宅」＋「居住世帯なし住宅」。住宅数の増減率は、住宅増減
数の対13年主世帯数比＝（18年の住宅総数－13年の住宅総数）÷13年の主世帯数×100である。
2	．総務省統計局『住宅・土地統計調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成

（注）17	．普通世帯数と普通世帯が現住居以外に所有している住宅数は、「調査票乙」の数値を用いた。
18	．普通世帯数と相続・贈与で取得した空き家所有世帯数は、「調査票乙」の数値を用いた。
19	．1住宅に1世帯が住んでいる場合はその世帯が「主世帯」、2世帯以上が住んでいる場合は、家の持ち主などの主な世帯を
「主世帯」、他の世帯を「同居世帯」とする。
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住宅総数の増減率（対13年主世帯数比）の

散布図である。沖縄県や東京都などの人口が

増加している地域で主世帯数と住宅数の増加

率が共に高く、おおむね主世帯数の増加率が

高い都道府県は、住宅数も高い傾向がうかが

える。また、三世代世帯が多い地域で核家族

化が進むと、同居世帯が主世帯へ移行し、主

世帯数や住宅数の押上げに寄与する。主世帯

数よりも住宅数の増加ペースが高い地域は、

空室の貸家や未成約の売却用住宅、用途がな

く放置されている空き家などが増えている可

能性が高い。図表8で45度線より高い（低

い）位置にある都道府県は、主世帯数よりも

住宅数の増減率が高い（低い）ため、住宅の

供給が世帯数との対比で過剰（過少）傾向に

向かっているものと推測される。東日本大震

災の復興の影響が大きい福島県等の東北各県

や栃木県・新潟県・和歌山県・鳥取県・島根

県・山口県・四国各県・佐賀県・大分県・宮

崎県・鹿児島県・沖縄県などは、住宅数の増

減率が世帯数を上回っており、住宅の供給が

過剰傾向に進んでいるおそれがある。一方、

愛知県や北海道・埼玉県・東京都・山梨県・

京都府・広島県・熊本県などは住宅数の増減

率が世帯数に比べて低く抑えられており、貸

家の空室が減少するなど（図表5参照）、“実

需”に見合った水準の住宅建築や空き家の解

消などが進み、住宅の供給過剰傾向が緩和に

向かっている可能性がある。

次に、各都道府県の世帯が暮らしている住

居の特徴をみるために、「居住世帯あり住

宅」の所有関係別・建て方別構成比について

検討する（18年、図表9左）。全国では、一戸

建ての持ち家が5割を超えている（51.5％）。

特に、秋田県・山形県・富山県・福井県など

は4分の3が一戸建ての持ち家に住んでおり、
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図表9	　「居住世帯あり住宅」の所有関係別・建て方別構成比（18年、左）と変化幅（98→18
年、右）

（備考）1	．「居住世帯がある住宅」における、持ち家数＋借家数に対する構成比。共同住宅等＝共同住宅＋長屋建＋その他と
した。長屋建は「テラスハウス」などが含まれ、その他は工場・事務所等の一部に住宅がある場合などを含む。
2	．構成比の変化幅（右図）は、所有関係別・建て方別の2018年の構成比（％）－同1998年の構成比（％）とした。
3	．総務省統計局『住宅・土地統計調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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東北や北関東・甲信越・北陸・山陰などで高

い傾向がある。一方、東京都は一戸建ての持

ち家に住む世帯が約4分の1、沖縄県は約

35％、神奈川県・大阪府・兵庫県・福岡県

は約4割であり、都市部や沖縄県（注20）で低

い。東京都・神奈川県・大阪府・兵庫県のよ

うな大都市圏では、分譲マンションのような

共同住宅等の持ち家に住む世帯が2割前後を

占める。一方、地方では、持ち家はほとんど

一戸建てであり、東北・北関東・甲信越・北

陸・山陰などでは共同住宅等の持ち家は極め

て少なく、青森県・秋田県・山形県・富山

県・福井県・山梨県はその割合が1％台にと

どまる。地価が高い都市部では借家の割合が

高く、東京都・福岡県・大阪府・北海道など

は4割を超え、沖縄県では5割を上回る高さ

である。

この所有関係別・建て方別構成比の1998

年から2018年の20年間における変化幅をみ

ると（図表9右）、全国では分譲マンション

等の共同住宅等の持ち家がシェアを拡大し、

持ち家や借家の一戸建てのシェアが低下し

た。親が所有していた土地・家屋に子供世帯

が住まなくなったり、職住近接志向が強い現

役世代や生活利便性を求める高齢者が駅近の

マンション等へシフトしたりしている可能性

がある。地域別にみると、一戸建ての持ち家

は、山梨県や京都府・大阪府などの一部地域

でシェアが上昇しているものの、宮城県・東

京都・新潟県・富山県・三重県・滋賀県・鳥

取県・島根県・岡山県・広島県・香川県・高

知県や九州・沖縄各県などの多くの地域で低

下している。また、一戸建ての借家は、小家

族化の進展や地価の低下、賃貸用住宅の整備

などを反映して、総じてシェアが低下した。

東京圏や近畿圏などの大都市圏では、共同住

宅等や一戸建ての借家のシェアが下がった半

面、共同住宅等の持ち家のシェアの上昇が著

しい。一方、地方圏では、持ち家や借家の一

戸建てから持ち家や借家の共同住宅等へシフ

トしている傾向がみられる。地価が比較的安

価で大家族傾向が強かった地方では、一戸建

ての持ち家が好まれてきたが、共同住宅等を

重視する世帯が徐々に増えているものと推測

される。

（3	）住宅に世帯が住まなくなる築年数として

の“住宅寿命”の地域別推計

前節で「居住世帯がある住宅」の所有関係

別・建て方別構成比の変化をみたが、一戸建

て住宅から共同住宅へシェアがシフトしてお

り、親から相続した土地・家屋で暮らした

り、その住宅を建て替えたりする傾向が弱

まっている。親から相続した住宅は、「空き

家」として放置されるか、除却されて駐車場

や飲食店・小売店などの各種施設等に転換さ

れたり、新たに貸家・分譲住宅等が建築され

たりすることが多いと考えられる。また、高

度経済成長期（注21）に建設された大規模住宅団

地等の住民は高齢化しており、居住者の転

（注）20	．沖縄県は、人口が増加し、住宅地面積も狭いうえ、台風が多いので住宅は鉄筋コンクリート造りが多いなど、一戸建て住宅は
割高になるため、賃貸住宅の需要が多い一方、区画整理事業などで賃貸住宅の供給も増えたことが一因との指摘がある。

21	．高度経済成長期は、一般的に1954年11月（第3循環の谷）の翌月～1970年7月（第6循環の山）の期間とされる。
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居・死亡等で「空き家」になっても、老朽化

した団地に新たに入居する世帯は少ないもの

と見込まれる。そこで本節では、「居住世帯

あり住宅」が、居住者の転居・死亡や住宅の

老朽化などに伴って、どの程度の規模で「居

住世帯なし住宅」へシフトする可能性がある

のかを検討することにする。

まず、日本の住宅が、老朽化などで建築し

てから何年経過したら居住者が住まなくなる

傾向があるのかを、建築時期別の住宅数の推

移からみることにする（図表10左）。

1970年までの高度経済成長期に建設され

た住宅の推移をみると、1988年時点では

1,419万戸で居住世帯あり住宅（除く建築時

期不詳）の38.5％を占めていたが、老朽化な

どで「空き家」になったり、住宅が解体された

りすることで、この30年間で67.8％（962万

戸）、年率3.7％減少し、2018年には456万戸

とシェアは9.3％に低下している。また、バ

ブル経済期を含む1971～1990年に建築され

た住宅は、1993年には2,491万戸で62.6％を

占めていたが、この25年間で33.5％（834万

戸）、年率1.6％減少し、2018年には1,657万

戸でシェアは33.9％に低下した。“失われた

10年”と呼ばれる1991～2000年に建築され

た住宅は、2003年には1,276万戸で28.6％を

占めていたが、この15年間で15.5％（198万

戸）、年率1.1％減少し、2018年は1,078万戸

でシェアは22.0％である。01年以降に建築さ

れた比較的新しい住宅は、18年時点で1,699

万戸あり、シェアは34.7％を占めている。

18年の「居住世帯あり住宅」数に占める、

バブル経済期までの1990年以前に建築され

た住宅数の割合は、全国で43.2％であるが、

都道府県別にみると地域性が表れている

（図表10右）。奈良県・和歌山県や中国・四

国・九州各県などの西日本でおおむね高い傾

向があり、東日本でも秋田県・山形県等の東
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図表10	　建築時期別「居住世帯あり住宅」数の推移（左）と都道府県の建築時期別構成比（18
年、右）

（備考）1	．全国の建築時期別「居住世帯あり住宅」数の推移（左図）と2018年の都道府県別「居住世帯あり住宅」の建築時
期別構成比（右図）
2	．右図の90年以前比率は、2018年の「居住世帯あり住宅」数（除く建築時期不詳）に占める建築時期が1990年以前
の住宅数の割合
3	．総務省統計局『住宅・土地統計調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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北や甲信越・北陸各県などは古民家・農家等

の伝統的な住宅も現存するなど、築年数が長

い住宅で暮らす世帯が比較的多い。一方、宮

城県・関東各都県・静岡県・愛知県・滋賀

県・兵庫県・福岡県・沖縄県などで割合が低

い。特に、人口が増加基調で推移してきた東

京圏・滋賀県・沖縄県や地方中枢都市圏で低

く、新築住宅の割合が高い傾向が見受けら

れる。

この建築時期別の住宅数に基づいて、建築

されてからの経過年数が何年程度までの住宅

に世帯が居住するのかを地域別に試算した

（図表11左）。全国では、建築されてから45

年経過すると世帯が暮らしている住宅の数が

半減すると算出された。45年は長い印象を

受けるが、例えば、バブル経済期を含む1981

～90年に建築（着工）された住宅は1,395万

戸であるが、約30～40年経った2018年時点

で、このうちの65％（912万戸）の住宅は現

存して世帯が暮らしている（図表10参照）。

本稿では、この比率の理論値が50％になる

築年数を“住宅寿命（寿命中位数）”と呼ぶ

ことにする（図表11中）。地域別では、台風

等の自然環境等で鉄筋コンクリート造りが多

い沖縄県を含む「その他九州・沖縄」で年数

が長く、地方中枢都市を除く東北・甲信越・

北陸・中国・四国なども住宅を長期間利用し

ているものと推測される（注22）。世帯人員数が

多く、居住空間が広い一戸建て住宅の割合が

高い地域で年数が長い傾向がある。図表10
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図表11　地域別の住宅に世帯が住まなくなる築年数としての“住宅寿命（寿命中位数）”の推計値

（備考）1	．“住宅寿命”は住宅の寿命中位数とした。寿命中位数は、住宅の除却数の確率密度関数が対数正規分布に従うと仮
定し、累積残存率（理論値）＝1－累積分布関数とした場合に、理論値と実績値（建築時期別の住宅残存数÷当該建
築時期の住宅着工戸数）との残差平方和が最小となるように対数正規分布のパラメータ（平均値と標準偏差）を求
めた時の平均値である。累積残存率が50％になる年数である。実績値は、1988年以降の『住宅・土地統計調査』と
1971年以降の『住宅着工統計』の数値を用いて算出している。
2	．「居住世帯あり住宅」の建築時期別住宅数から算出しているため、実際には除却されてなくて「空き家」や“廃
屋”になっている建物や建築時期が不詳になった住宅なども除却されたものと仮定しており、世帯が“住まなく
なった住宅”の戸数である点に留意を要する。
3	．小浦（2017）、小松（2002、2008）、川本・安藤（2009）などを参考に算出した。
4	．総務省統計局『住宅・土地統計調査』、国土交通省『住宅着工統計』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が
推計、作成

（注）22	．兵庫県は、1995年の阪神・淡路大震災の復興で耐震性等に優れた建物が増加したことが推計結果を押し上げた可能性がある。
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で分かる通り、一般的に、建築からの経過年

数が短い住宅の方が除却や住まなくなった住

宅数が少ないのでシェアが高くなり、築年数

をシェアで加重平均した既存住宅の平均築年

数は“住宅寿命”より短くなる（図表11右）。

また、新興住宅街が多いなどの理由で平均築

年数が短い地域でも、住宅を長期的に利用す

る傾向が強ければ、“住宅寿命”が長くなる

ことに留意を要する。東京圏などの都市部で

は、“住宅寿命”が短いので、世帯が比較的

短いサイクルで利便性の高い住宅などへ住み

替えている可能性がある。住替えが頻繁な地

域では、「空き家」などの利用されていない

住宅・建物が増えやすい地域であると考えら

れる。

また、居住していた一戸建て住宅や親から

相続した家屋などが老朽化した場合、その住

宅を除却して住宅を建て替える傾向が年々少

なくなっている。例えば、全国の住宅の再建

築率（注23）（再建築戸数÷新設住宅着工戸数）

の推移をみると、持ち家は1990年代までは

30％を上回っていたが、2018年度は10.6％

へ低下基調が続いた（図表12）。貸家なども

含めた総計は7.6％であり、新築された住宅

の9割超は都市再開発や工場・商業施設等の

跡地利用、宅地造成などによって新たな敷地

に建築された住宅である。建替えの低迷で再

建築のために除却された住宅の戸数は、20

年前の1998年度の18.7万戸から2018年度の

5.3万戸へ71.6％減少している。このような除

却した跡地に新設された住宅は、1998年度

の23.4万戸から2018年度は7.2万戸へ69.2％

減少した。

建替えに伴う住宅の除却は減少しているも

のの、“廃屋”などの放置された建物は増え

ているものと見込まれ、老朽化した危険な家

屋の解体などを含む除却戸数は2010年代に

入って下げ止まり、年間10万戸を超す水準

で推移している。前述の通り、13年から18

年に住宅総数は全国で178万戸増加した

が、この5年間の新設住宅着工戸数は470万

戸に上っており、この差は、生活できないほ

ど老朽化して“廃屋”になったり、「除却」

されたりして“住めなくなった住宅”の戸数

とみなせる。この5年間では292万戸に達し

（図表13左）、このうち、住宅の除却戸数
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図表12　住宅の利用関係別の再建築率の推移

（備考）1	．再建築率＝再建築戸数÷新設住宅着工戸数
2	．国土交通省『住宅着工統計による再建築状況の
概要』、『住宅着工統計』より信金中央金庫	地域・
中小企業研究所が作成

（注）23	．住宅の再建築とは、既存の住宅の全部または一部を除却し、引き続き当該敷地内において住宅を着工すること。住宅以外
の事務所・工場等の建築物を除却して新設される住宅や除却後直ぐに着工されない住宅は含まれない。再建築率は、全新設
住宅着工戸数に占める再建築に係る新設住宅着工戸数の割合をいう。
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（含む災害被害）は61万戸であった。都道府

県別に13年から18年の住宅総数の増減率を

要因別にみると、例えば、東京都では、住宅

総数が5年間で4.2％増加したが、そのうち世

帯数の増加による押上げ効果（「居住世帯あ

り住宅」の寄与度）は4.5％ポイントであり、

「空き家」等の変動の影響は△0.3％ポイント

と小幅だったので、世帯数で住宅総数の増加

率をおおむね説明できる（図表13右）。しか

し、この5年間累計の東京都の新設住宅着工

戸数は、13年時点の住宅総数の9.9％に相当

し、約1割分の住宅が5年間で新たに供給さ

れたことになる。この新たな住宅供給分と住

宅総数の増加率との差である5.6％分は、既

存住宅が「除却」されたり、“廃屋”になっ

たりしたことによって、統計上、住むことが

できる住宅の戸数が減った分と推測される。

空き家・廃屋の増加や除却で世帯が“住まな

くなった住宅”の比率（対13年の住宅総数

比）は、宮城県で9.0％に上り、兵庫県・愛

知県・鹿児島県・熊本県などで高かった一

方、福井県・群馬県・島根県・広島県・長野

県などは低かった。東日本大震災の被災地

は、住宅再建などで貸家等が増加したもの

の、空き家の増加が著しい。また、16年の

熊本地震などの自然災害の被災地では、住宅

被害とその復興で住宅の滅失戸数と建築戸数

が共に大幅に増加したものと見込まれる。
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図表13	　住宅総数の増減戸数と建築戸数の推移（左）と都道府県別の増減率・寄与度（13→18
年、右）

（備考）1	．左図の“住めなくなった住宅”戸数＝当該5年間の新設住宅着工戸数－住宅総数の増減戸数とした。そのため、「除
却」や“廃屋”になった建物の戸数以外に、統計で捕捉できなかった分などの統計上の誤差脱漏等も含む点に留意
を要する。右図の除却戸数は、「老朽化して危険がある」、「道路の拡幅工事」、「災害」などの理由で除却・滅失した
居住用住宅で、『建築物滅失統計調査』の除却・滅失した戸数である。“廃屋”の増減などその他＝13年10月～18年
9月の新設住宅着工戸数－同除却戸数－住宅総数の増減戸数とした。
2	．右図の新設住宅着工戸数と除却戸数は、5年間の新設住宅着工戸数および除却戸数の13年の住宅総数に対する比
率である。
3	．国土交通省『住宅着工統計』、『建築物滅失統計調査』、総務省統計局『住宅・土地統計調査』より信金中央金庫	
地域・中小企業研究所が算出、作成
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（4	）将来的な住宅建築戸数の地域別動向～

世帯数と住宅残存率に基づく推計値

住宅総数の推移は、おおむね世帯数の増減

で説明できるが（図表8参照）、将来的に各

都道府県の世帯数や世帯構造はどのように変

化するのであろうか。

図表14は、国立社会保障・人口問題研究

所『日本の世帯数将来推計（都道府県）』に

よる、将来の各都道府県における世帯数の増

減率・家族類型別寄与度である。全国では、

今後10年間（20年→30年）の世帯数（一般

世帯）が1.2％減少するため、「居住世帯あり

住宅」の戸数は減少に転じる公算が高い。そ

のうち、親と子供から成る世帯の「夫婦のみ

の世帯を除く核家族世帯」や三世代世帯を含

む「その他の一般世帯」といった世帯人員が

多い家族類型が2.9％ポイント押し下げる。

一方、「単独世帯」や「夫婦のみ世帯」と

いった1～2人の世帯は1.8％ポイントの押上

げに寄与する。今後も、単身高齢者や高齢者

夫婦世帯の増加などで小世帯傾向が続くもの

と見込まれる。都道府県別にみると、世帯数

は東京圏や愛知県・滋賀県・福岡県・沖縄県

で増加し、東北・近畿・中国・四国・九州な

どの地方都市圏を除く多くの県では大幅に減

少する。総じて、「単独世帯」は増加、「夫婦

のみ世帯を除く核家族世帯」や「その他の一

般世帯」は減少すると見込まれる。「夫婦の

み世帯」は、北海道・青森県・秋田県や近

畿・中国・四国・九州といった北日本や西日

本で押下げに寄与する県が多い。30年から

40年の10年間は、沖縄県以外は全て世帯数

が減少に転じ、今まで増加してきた「単独世

帯」も、沖縄県・滋賀県・埼玉県・佐賀県・

愛知県・福井県等を除いて軒並み押下げに寄

与する。世帯数の減少が著しい地域では、高

齢者の死亡等で一戸建て住宅などの「居住世

帯あり住宅」が「空き家」や“廃屋”になる

傾向が強まり、老朽化で危険となった建物も

増加するものと考えられる。
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図表14　将来の都道府県別世帯数の増減率・家族類型別寄与度（左：20→30年、右：30→40年）

（備考）1	．世帯数は「一般世帯」の数。国立社会保障・人口問題研究所による推計結果
2	．国立社会保障・人口問題研究所『日本の世帯数将来推計（都道府県）』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所
が作成
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前述の通り、大都市圏など、利便性が高い

エリアや機能性に優れた住宅物件への転居が

多く、居住期間のサイクルが短い特性がある

地域では、新築物件に世帯が移りやすく、新

設住宅着工戸数の水準が高くなる。その一方

で、転居前の住宅は「空き家」になったりす

るので、その戸数分 “住まなくなった住宅”

が多くなると見込まれる（図表15）。そこ

で、図表10の建築時期別住宅数と図表11で

推計した住宅残存率曲線に基づく各地域の平

均的な住宅の居住期間の特性を反映させて、

今後、どの程度“住まなくなった住宅”が創

出されるのかを試算してみた（図表16）。

『住宅・土地統計調査』の調査時点である18

年10月の「居住世帯あり住宅」5,362万戸（全

国）のうち、18年10月～25年9月の7年間に、

新築住宅への転居や居住者の死亡などで、

514万戸の既存住宅から居住する世帯がいな

くなると試算され、その戸数分の住宅が空き

家になったり、除却されたりするおそれがあ
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図表16	　将来の地域別住宅建築戸数の推計値	
※18年10月～25年9月の7年分の対18年の住宅総数比

（備考）1	．グラフは18年10月～25年9月の7年間累計の新設住宅着工戸数の将来推計値÷18年の住宅総数×100
2	．“住まなくなった住宅”は、図表10の地域別の建築時期別住宅数と図表11で推計した地域別の住宅残存率曲線に
基づく18年と25年の建築時期別累積残存率から算出した。「居住世帯あり住宅」は、国立社会保障・人口問題研究
所が推計した一般世帯数を用いて算出した。
3	．総務省統計局『住宅・土地統計調査』、国土交通省『住宅着工統計』、国立社会保障・人口問題研究所『日本の世
帯数将来推計（都道府県）』などにより、信金中央金庫	地域・中小企業研究所が推計、作成

世
帯
消
滅

世
帯
転
出

「
住
宅
数
」
増
加

世
帯
分
離

世
帯
転
入

「
世
帯
数
」
純
増

「
居
住
世
帯

あ
り
住
宅
」増
加

住
宅
建
築
戸
数

「
新
築
住
宅
」増
加

既
存
住
宅
か
ら

新
築
住
宅
に
転
居

・
新
築
に
建
替
え

「
住
ま
な
く
な
っ
た
住
宅
」

除却
・
“廃屋”
増加

「
空
き
家
」
増
加

図表15　住宅数・建築戸数のイメージ図

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所が作成

新設住宅
着工戸数
（万戸）

全
国
計

北
海
道

宮
城

そ
の
他
東
北

北
関
東

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈
川

甲
信
越

北
陸

将来の年換算戸数
（18年10月～
25年9月）

76.7 3.2 1.6 1.9 3.7 6.2 4.4 13.8 7.9 2.0 1.2

＜参考＞
19年度の
年間実績戸数

88.4 3.2 1.6 3.5 4.2 5.0 4.4 13.6 7.1 2.8 1.9

新設住宅
着工戸数
（万戸）

愛
知

そ
の
他
東
海

京
都

大
阪

兵
庫

そ
の
他
近
畿

広
島

そ
の
他
中
国

四
国

福
岡

そ
の
他

九
州
・
沖
縄

将来の年換算戸数
（18年10月～
25年9月）

5.1 4.0 1.5 5.1 2.8 1.7 1.5 1.5 1.2 3.3 3.3

＜参考＞
19年度の
年間実績戸数

6.5 4.4 1.5 6.9 3.2 2.0 1.8 2.6 2.0 3.8 6.4



	 調　査	 37

る。これは、18年の住宅総数（6,241万戸）

の8.2％に相当する。また、図表14から、こ

の間に世帯（一般世帯）数は22.7万戸増加す

ると見込まれる。これら、①既存住宅から新

築住宅に転居する世帯などの“住まなくなっ

た住宅”分（514万戸）、②世帯数の純増で

ある「居住世帯あり住宅」分（23万戸）の

合計は537万戸であり、18年の住宅総数比で

8.6％分の住宅が、“実需”に基づいて新たに

建築されると試算される。この537万戸は年

換算にすると76.7万戸であり、直近1年間

（19年度）の新設住宅着工戸数の実績値

（88.4万戸）より13％少ない水準である。地

域別にみると、東京圏や宮城県・愛知県では

18年10月以降の7年間に建築される住宅戸数

が、18年時点の住宅総数の10％分を上回り、

福岡県も9％程度の水準を維持するものと見

込まれる。一方、四国、宮城県を除く東北、

広島県を除く中国は5％を下回り、福岡県を

除く九州・沖縄や甲信越、北陸なども低い。

この将来の住宅建築戸数を年換算でみると、

東京圏を除いて総じて19年度の新設住宅着

工戸数の水準を下回っており、福岡県を除く

九州・沖縄や宮城県を除く東北は4割半ば～

5割弱、四国、広島県を除く中国、北陸、甲

信越は3～4割低い水準になると試算される

（図表16）。自然災害で被害に遭った住宅の

再建や投資目的等の“実需”を上回る住宅建

築の影響を除くと、地方圏では世帯数の減少

も影響して、19年度の新設住宅着工戸数の

実績を大幅に下回るおそれがある。このよう

な新設住宅着工戸数の減少を受けて、貸家等

の不動産業向け資金や個人向け住宅ローンへ

の新規貸出は縮小を余儀なくされる公算が高

い。長期的には、図表14の通り、世帯数の

純減による影響が徐々に強まっていくため、

金融機関は薄利多売による住宅ローンや不動

産業向け資金の新規貸出に依存することが困

難になるうえ、不動産関連向け借入の返済が

進むことで、貸出残高の押下げ圧力が強まる

ことに留意する必要がある。

4	．居住地の生活利便性と都市のコン
パクト化の現状

前章の図表16で、世帯数が減少する地域

でも、親元からの独立や新築住宅への転居な

どに伴って、一定量の住宅が建築される半

面、“住まなくなった住宅”が増えることが

分かった。住宅デベロッパーの開発等で住宅

地が郊外へ無秩序・無計画に拡大し、“スプ

ロール現象（注24）”などが問題になっている地

域も多く、今後、このような“住まなくなっ

た住宅”が増加すれば、“都市のスポンジ

化”などで地域コミュニティにおいて駅前商

店街の衰退や医療機関・金融機関・老人福祉

施設などの各種サービス業が撤退・廃業する

など、生活上必要不可欠なインフラへのアク

セスや利便性が一段と不自由になるおそれが

ある。特に、高齢者は、自動車や自転車の運

転能力の低下などで移動手段が限られてくる

ため、単身高齢者や高齢夫婦世帯の増加に伴

い、各種施設へのアクセスが困難になる“買

（注）24	．都市部から周辺の郊外へ市街地が無秩序・無計画に伸び広がっていき、虫食い状態に宅地化が進む現象



38	 信金中金月報　2020.8

い物難民（弱者）”“交通弱者”などが一段と

増加するおそれがある。図表17は、高齢世

帯（65歳以上単身世帯＋高齢夫婦世帯（注25））

のうち、最寄りの各種施設が1km以上離れて

いる世帯の割合を示している（注26）。全国でみ

ると、最寄り駅まで1km以上離れている世帯

は6割に達している半面、金融機関は22％、

医療機関や老人福祉施設は各々20％、25％

と施設から遠い世帯は2割台である。都道府

県別にみると、駅は、東京都で3割、大阪府

で約4割と大都市圏が低い一方、茨城県や南

九州各県・沖縄県等は8割を超える高水準で

あり、地域間格差が大きい。地方圏は自動車

依存型社会であり、自動車運転が困難な単身

高齢者などは、生活環境が今後一段と厳しさ

を増そう。金融機関は、岩手県や北関東各

県・長野県・滋賀県・宮崎県が35％を超え

ており、店舗が遠方に立地している世帯の割

合が高い。医療機関は、鹿児島県・岩手県・

福島県・島根県・高知県など、老人福祉施設

は、鹿児島県・島根県・福島県・三重県・岩

手県などで施設から離れて住んでいる世帯が

多かった。高齢者が多い島根県、特に高齢者

が単身で暮らす傾向が強い高知県・鹿児島

県、面積が広い岩手県・福島県などで、医

療・老人福祉施設へのアクセスが不便なエリ

アに住んでいる世帯の割合が高い。

図表9の通り、地方圏では一戸建て住宅か

ら共同住宅へのシフトが進んでいる。広い敷

地を確保しやすい郊外から、中心地などの利
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図表17	　最寄り施設から1km以上離れている高齢世帯の割合

（備考）1	．高齢世帯は、65歳以上単身世帯＋高齢夫婦世帯とした。高齢夫婦世帯は、65歳以上の夫と60歳以上の妻から成る
普通世帯
2	．最寄りの施設までの距離が1km以上ある高齢世帯の割合
3	．老人福祉施設は老人デイサービスセンター、金融機関は郵便局・銀行である。
4	．総務省統計局『住宅・土地統計調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が作成

（注）25．高齢夫婦世帯は、65歳以上の夫と60歳以上の妻から成る普通世帯
26	．『不動産の表示に関する公正競争規約施行規則』によると、徒歩所要時間は道路距離80mにつき1分間（1kmは12分30秒）
と定められており、高齢者は2倍の時間を要すると仮定しても30分弱なので、1kmなら高齢者でも移動可能な範囲と想定した。
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便性が高いエリアへ世帯が移動している可

能性がある一方、郊外に居住し続ける高齢

世帯などは生活インフラの機能低下で一段と

不便になるおそれがある。そこで、地域住民

が、中心市街地などの生活利便性が高いエリ

アである人口集中地区（DID（注27））へ移動し

ているのかを、総務省統計局『国勢調査』の

データからみることにする。10年から15年

の5年間でみると、全国では総人口が0.8％減

少した一方、DID人口は0.9％増加しており

（図表18左）、人口集中地区に住民が集まっ

ていることが分かる。東日本大震災の被災地

である宮城県・福島県・岩手県や滋賀県・福

井県などでDID人口の増減率が総人口よりも

高く、これらの地域では人口の集中が進んだ

可能性がある。大半の道府県では、郊外の方

が中心市街地よりも人口の減少が著しいの

で、人口集中地区の方が全域より人口増減率

は高く、都市化度の目安とされるDID人口比

率は上昇している（図表18左）。また、DID

の人口密度の方が全域よりも変動率は高く、

宅地造成等による居住エリアの著しい拡散は

抑制されている。ただ、福井県は、DID人口

が2.6％増加すると共にDID面積が6.3％拡大

したため、DID人口密度が低下しており、人

口集中地区の居住エリアが拡散している可能

性がある。一方、和歌山県・山梨県・島根県

ではDID人口の減少が著しく、総人口を上回

る減少率となった。島根県は、総人口が減少

したので人口密度が3.3％低下したものの、

DID面積が10.1％縮小したため、DID人口密

度は4.5％高まった（図表18右）。出雲市や益

田市などで人口集中地区だった一部エリアの

密集度が低下し、DIDの基準を満たさなく

なった住宅地などが増えたことが要因である

と見込まれる。DIDの基準を満たさなくなっ

たエリアは、密集度の低下で生活利便性が悪

化するおそれがあり、このような地区から都
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図表18　全域・DID別の人口増減率・人口密度、DID人口比率変動幅、DID面積増減率（10→15年）

（備考）1	．DID（Densely	Inhabited	District）とは、人口集中地区のことで、市区町村の区域内で人口密度が4,000人/km2以
上の基本単位区が互いに隣接して、人口が5,000人以上となる地区のことである。
2	．総務省統計局『国勢調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が作成

（注）27	．DID（Densely	Inhabited	District）とは、人口集中地区のことで、市区町村の区域内で人口密度が4,000人/km2以上（密度
基準）の基本単位区が互いに隣接して、人口が5,000人以上（規模基準）となる地区のことである。
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市機能がある中心地へアクセスできる公共交

通機関等によるネットワークの構築が求めら

れよう。

今後、人口の密集度が低いエリアに住む世

帯の生活が困難になることが見込まれるた

め、コンパクトなまちづくりが推進されてい

る。14年8月の『改正都市再生特別措置法』

施行に伴い、多くの市町村が人口減少社会に

対応したコンパクトシティを実現するための

マスタープランである「立地適正化計画」を

策定している。具体的には、19年末時点で

499都市が「立地適正化計画」について具体

的な取組みを行っており、このうち278都市

が計画を作成・公表した。金融機関も、市町

村の都市計画と歩調を合わせた店舗展開を図

りつつ、郊外での生活インフラを維持するた

めに、移動店舗車・軽量店舗やFinTech（注28）

の活用に加え、他業態との提携等による業務

拡大で金融以外のサービスも提供可能にし、

範囲の経済性を活かして採算に配慮しながら

郊外に住む世帯の利便性を維持・向上させる

必要があろう。

5．まとめ

地域別に住宅の現状をみてきたが、都市部

では住宅の居住期間が短いなど、新築住宅に

住む傾向が強く、地方も親が所有していた土

地・家屋に居住することが少なくなるなど、

全国的に“新築志向”が浸透していることが

分かった。日本の強い新築志向は、住宅の建

築需要を下支えしており、地域金融機関に

とっては、人口減少下で資金需要の低迷が続

く中、不動産業向け貸出や個人向け住宅ロー

ンの増加に貢献してきた。しかし、中古住宅

が活用されずに新築住宅へのシフトが盛んな

地域社会は、空き家や廃屋が増加したり、郊

外に住む世帯の減少で生活関連サービス等の

店舗が閉店したりするなど、土地活用の効率

性や生活利便性の低下、行政コストの増加、

治安の悪化などが懸念される。今後、地域金

融機関にとっては、新たに所帯を構える世代

の人口減少や低金利環境の長期化などで、不

動産業向け貸出や個人向け住宅ローンを収益

源として期待することが困難になり、新たな

収益源を確保する必要性が一段と高まろう。

地域金融機関は、空き家・空き店舗・未利用

地等を所有者・利用者間のマッチングなどで

有効活用できるように促し、空き家のリ

フォーム・解体や空き店舗のリノベーション

等の資金の融資、自宅に住みながらその不動

産を資金化できるリバースモーゲージ等の金

融商品の開発・利用促進（注29）、コンパクトな

まちづくりや地域間のネットワークの構築へ

向けた資金の供給（注30）など、地域再生に向け

（注）28	．金融（Finance）と技術（Technology）を組み合わせた造語で、スマートフォンなどを使った送金など、金融サービスと
情報技術を結びつけたさまざまな革新的な動きを指す。

29	．住宅金融支援機構は、死亡時等に担保物件（土地・住宅）の売却代金を元金の返済に充てるノンリコース型のリバース
モーゲージ型住宅ローン「リ・バース60」等を提供しており、取扱金融機関は住宅融資保険を利用することで担保価値下
落等のリスクを回避している。また、不動産担保評価・保証事業などを手掛ける会社と提携する金融機関が増えるなど、近
年、利用促進に向けた動きが見受けられる。

30	．例えば、住宅金融支援機構の「フラット35（地域活性化型）」は、UIJターン等で住宅を取得する地方移住者、居住誘導
区域（中心市街地など）へ住み替える移住者、空き家の取得者などの地方自治体から補助金等の交付を受けた者が対象で、
住宅の取得資金の借入金利が一定期間引き下げられる。



	 調　査	 41

た金融サービス・情報仲介などでの貢献が求

められよう。高齢世帯等の生活利便性が低下

している地域住民に対して、ICT（情報通信

技術）・FinTechの活用、地域コミュニティ

の中核施設での店舗展開や巡回型移動店舗車

等による銀行業務や資産運用・相続サービス

等のきめの細かな高付加価値サービスを提供

するなど、費用対効果を適切に管理しながら

ニッチな需要を取り込み、金融サービスを中

心とした地域社会の生活支援アドバイザー・

コンサルタントとしての役割を一層強化する

必要がある。
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（キーワード）　�建設業、貸出金末残増加率、構成比、寄与度、受注残、人手不足、コロナ禍

（視　点）
　信用金庫における建設業向け貸出金末残（四半期ベース）の前年同期比増加率は、2016年度
以降プラスに転じ、2020年3月末において、貸出金末残全体の増加率を上回っている。建設業
の業況も、未着工の受注残が積み上がり、2021年以降も好調が続くとの見方が多かったが、足
もとでコロナ禍が大きな影響を与えており、今後の動向は不透明である。本稿では、信用金庫
の建設業向け貸出動向と、信用金庫取引先建設業の業況について確認する。

（要　旨）
⃝	信用金庫の建設業向け貸出金末残（四半期ベース）の前年同期比増加率（以下、増加率は
前年同期比で算出）は、近年低下傾向が続いたものの、貸出金末残全体の増加率を上回っ
ている。このため、信用金庫の貸出金末残全体に占める建設業向け貸出金末残の比率（建
設業向け構成比）は、上昇傾向にある。信用金庫の建設業向け貸出金末残に占める設備資
金の割合（建設業向け設備資金比率）についても、上昇傾向が続いている。

⃝	信用金庫、国内銀行（全規模企業向けおよび中小企業向け）ならびに地方銀行（合併を調
整した推計）の建設業向け貸出金末残増加率を比較すると、信用金庫の増加率は2016年9
月末以降、3業態の中で最も高い。また、近年の建設業向け構成比を3業態で比較すると、
信用金庫は緩やかな上昇傾向、国内銀行と地方銀行はほぼ横ばいである。また、構成比の
水準は信用金庫が最も高く、続いて地方銀行、国内銀行の順に高い。

⃝	近年の信用金庫の地区別建設業向け貸出金末残増加率の推移を見ると、グループ①（上昇
傾向を維持：北海道、四国、九州北部）、グループ②（近年横ばい：関東、北陸、東海、近
畿）、グループ③（低下傾向に転換：東北、東京、中国、南九州）に分類できる。

⃝	近年の地区別の建設業向け構成比を見ると、東北と北陸が低下傾向、関東、東海、九州北
部と南九州が横ばいで推移するものの、残る北海道、東京、近畿、中国および四国は概ね
上昇傾向にある。地区別の建設業向け設備資金比率を見ると、13年度末から19年度末に順
位に一部変動があるものの、全地区で設備資金比率は上昇している。

⃝	信金中央金庫の公表する全国中小企業景気動向調査を見ると、建設業の業況判断D.I.は、
2020年1～3月期と4～6月期の2期連続で急低下し、7～9月期見通しもさらに低水準となっ
た。コロナ禍の広がりにより、今後も建設業の業況の推移を引き続き注視する必要がある。

調 査

信用金庫の建設業向け貸出動向

信金中央金庫 地域・中小企業研究所研究員

間下　聡
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はじめに

信用金庫における建設業向け貸出金末残

（四半期ベース）の前年同期比増加率は、2016

年度以降プラスに転じ、2020年3月末におい

て、貸出金末残全体の増加率を上回っている。

建設業の業況も、未着工の受注残が積み上が

り、2021年以降も好調が続くとの見方が多かっ

たが、足もとでコロナ禍が大きな影響を与え

ており、今後の動向は不透明である。本稿で

は、信用金庫の建設業向け貸出動向と、信用

金庫取引先建設業の業況について確認する。

1	．信用金庫の建設業向け貸出動向	
～他業態との比較～

（1）信用金庫、国内銀行および地方銀行の状況

　①信用金庫

信用金庫の建設業向け貸出金末残（四半

期ベース）の前年同期比増加率（以下、増

加率は前年同期比で算出）は、2018年3月

末をピークに2020年3月末には1.9％まで低

下した（図表1）。信用金庫の貸出金末残

全体の増加率についても、2017年9月末を

ピークに2020年3月末には0.9％まで低下し

た。ただ、両増加率とも2019年9月末以降

やや上向いている。近年、信用金庫の建設

業向け貸出金末残の増加率は、貸出金末残

全体の増加率を上回っている。このため、

信用金庫の貸出金全体に占める建設業向け

貸出金の比率（以下「建設業向け構成比」

という。）はやや上昇し、2020年3月末に

7.30％となった。

また、信用金庫の建設業向け設備資金

の増加率を見ると、近年低下傾向にある

（図表2）。建設業向け設備資金の増加率は、

2013年以前から建設業向け貸出金末残の

増加率を上回っているため、建設業向け設

備資金比率（注1）の上昇傾向が続いている。

図表1	　信用金庫の建設業向け貸出金末残お
よび貸出金末残全体の増加率ならびに
建設業向け構成比の推移
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建設業向け設備資金比率（右目盛）建設業向け設備資金比率（右目盛）

（％）

（備考）1．以下、図表の増加率は前年同期比
2	．建設業向け構成比は、建設業向け貸出金末残が
貸出金末残全体に占める割合

（注）	1．建設業向け設備資金比率は、建設業向け貸出金末残に占める設備資金の割合

図表2	　信用金庫の建設業向け貸出金末残お
よびそのうちの設備資金の増加率なら
びに設備資金比率の推移

（備考	）建設業向け設備資金比率は、建設業向け貸出金末
残に占める設備資金の割合
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　②国内銀行

国内銀行の状況は、信用金庫とやや異

なっている。国内銀行の建設業向け貸出金

末残増加率は、概ね上昇傾向を維持し、

2020年3月末に1.8％となった（図表3）。建

設業向け貸出金末残増加率は、貸出金末残

全体の増加率を下回っているものの、しだ

いに接近している。このため、国内銀行の

建設業向け構成比も近年低下ペースが鈍化

しており、2020年3月末に2.25％となって

いる。

　③地方銀行

国内銀行のうちの地方銀行については、

地方銀行と第二地方銀行等の合併を考慮

し、データの継続性を確保するため、本稿

では、地方銀行の貸出金末残増加率につい

ては、合併の影響を調整した推計値（注2）を

見ることとする。2020年3月末時点で地方

銀行の建設業向け貸出金末残増加率は

0.8％、貸出金末残全体の増加率は2.2％と

なり、いずれも近年は低下傾向にあったが

2019年9月末を底に上向いている（図表4）。

地方銀行の建設業向け構成比は近年ゆるや

かな低下傾向にあり、2020年3月末には

2.99％となった。

（2）3業態の比較

　①建設業向け貸出金末残増加率

2013年3月末以降の建設業向け貸出金末

残増加率について、信用金庫、国内銀行

（全規模企業向けおよび中小企業向け）な

らびに地方銀行（合併調整推計）を比較し

た。信用金庫の建設業向け貸出金末残増加

率は、2016年9月末以降、3業態中最も高

い水準で推移している（図表5）。国内銀

図表3	　国内銀行の建設業向け貸出金末残お
よび貸出金末残全体の増加率ならびに
建設業向け構成比の推移
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（備考	）以下、国内銀行の貸出金末残は、銀行勘定、信託
勘定および海外店勘定の合計

図表4	　地方銀行の建設業向け貸出金末残お
よび貸出金末残全体の増加率（合併調
整推計）ならびに建設業向け構成比の
推移
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（備考）1	．増加率は地方銀行と他業態の銀行本体合併による
統計データの不連続の影響を調整した推計値を表示
2	．以下、地方銀行のデータは銀行勘定ベースであ
り、データの出所は「地銀協月報」

（注）	2	．ある地方銀行が第二地方銀行等と合併した場合、合併以前の過去データにその第二地方銀行等の残高が含まれていないた
め、合併後1年間は、前年の地銀協月報の貸出金末残データに、合併した第二地方銀行等の前年の貸出金末残を加えたものを
用いて増加率を算出している。後出する寄与度の計算についても、同様の影響に対する調整を行っている。
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行（中小企業向け）と地方銀行の建設業向

け貸出金末残増加率も、近年は信用金庫同

様低下傾向にあったが、地方銀行と信用金

庫は2019年9月末以降、上向いている。一

方、国内銀行（全規模企業向け）の建設業

向け貸出金末残増加率は、先行して2019

年3月末を底に上昇傾向にある。これは、

国内銀行の大・中堅企業向けの増加率が上

昇しているためである。

　②建設業向け構成比

2013年度末以降の建設業向け構成比に

ついて、信用金庫を国内銀行（全規模企業

向けおよび中小企業向け）ならびに地方銀

行と比較した（図表6）。この図表で見る

と、近年、信用金庫は緩やかな上昇傾向、

国内銀行と地方銀行はほぼ横ばいである。

信用金庫の構成比が最も高く、続いて地方

銀行、国内銀行の順に高い。

　③建設業向け寄与度

2013年3月末以降の貸出金全体の増加率

における建設業向け貸出金の寄与度（注3）

（以下「建設業向け寄与度」という。）の推

移を、信用金庫、国内銀行（全規模企業向

けおよび中小企業向け）ならびに地方銀行

（合併調整推計）で比較した。

信用金庫の建設業向け寄与度は、2016

年6月末から国内銀行（全規模企業向けと

中小企業向け）や地方銀行の建設業向け寄

与度を上回っている（図表7）。これは、

（注）	3	．貸出金残高増加率における業種別寄与度は、その業種向けの貸出金残高の期中の増加額（マイナスは減少額）によって、
貸出金残高全体を何％増加させたかを示したものである。全業種の寄与度を合計すると、貸出金残高全体の増加率になる。
業種別寄与度は、（その業種向け貸出金残高増加率）×（前期の貸出金残高全体に占めるその業種向け貸出金残高の構成比）
で算出できる。

図表5	　3業態の建設業向け貸出金末残増加率
の推移
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図表6	　3業態の建設業向け構成比の推移
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（備考）1	．図表7とも国内銀行の全規模企業向けと中小企
業向けの値の差は大・中堅企業向けの値
2	．構成比は季節変動が顕著なため、見やすさを考
慮して毎年度末のみを表示

図表7	　3業態の貸出金末残全体の増加率にお
ける建設業向け貸出金の寄与度の推移
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信用金庫の建設業向け構成比が高いうえ

に、信用金庫の建設業向け貸出金末残増加

率が2016年9月末から他業態を上回ってい

ることが要因である。一方、国内銀行と地

方銀行の建設業向け寄与度は、ほぼ同水準

である。

2	．信用金庫の建設業向け貸出の地区
別動向

近年の信用金庫の地区別（注4）建設業向け貸

出金末残増加率の推移を見ると、グループ①

（上昇傾向を維持：北海道、四国、九州北

部）、グループ②（近年横ばい：関東、北陸、

東海、近畿）、グループ③（低下傾向に転

換：東北、東京、中国、南九州）に分けるこ

とができる（図表8）。ただ、足もとでグ

ループ①（上昇傾向を維持）の九州北部とグ

ループ②（近年横ばい）の関東は低下、グ

ループ③（低下傾向に転換）の東京と中国は

上昇し、これまでの傾向とは異なる動きを見

せている。

3大都市圏のある地区については、東京が

近年低下傾向に転じたものの足もとでは上昇

し、関東は横ばいから足もとで低下してい

る。残る東海と近畿は横ばい傾向を維持して

いる。地方中核4市（札幌、仙台、広島、福

岡）のある地区については、北海道（札幌）

と九州北部（福岡）が上昇傾向を維持する一

方、東北（仙台）と中国（広島）が近年低下

傾向に転じている。ただし、足もとで九州北

部は低下し、中国は上昇している。

近年の地区別の建設業向け構成比を見る

と、東北と北陸が低下傾向、関東、東海、九

州北部と南九州が横ばいで推移するものの、

（注）	4	．信用金庫の地区区分のうち関東には東京都以外の6県の他に新潟県、山梨県、長野県を含み、北陸は富山県、石川県、福井
県、東海は岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、九州北部は福岡県、佐賀県、長崎県、南九州は熊本県、大分県、宮崎県、鹿
児島県とし、沖縄県は全国に含む。

図表8	　信用金庫の地区別建設業向け貸出金
末残増加率の推移
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残る北海道、東京、近畿、中国および四国は

概ね上昇傾向にある（図表9）。

地区別の建設業向け設備資金比率を見る

と、13年度末と19年度末とで順位に一部変

動があるものの、どの地区でも設備資金比率

は上昇している（図表10）。

3．信用金庫取引先建設業の景況感

最後に、信用金庫取引先建設業の景況感を

確認する。信金中央金庫が公表する全国中小

企業景気動向調査で、建設業の業況判断

D.I.の推移を見る。建設業の業況判断D.I.は、

コロナ禍の広がりにより2020年1～3月期お

よび4～6月期の2期連続で急低下し、7～9月

期見通しもさらに低水準の△36.5となってい

る（図表11）。前年同月比売上高および前年

同月比収益の判断D.I.も同様に2期連続で急

低下している（図表12）。

これまで建設業の景況感については、日本

銀行の「経済・物価情勢の展望	2019年10

月」の記述（注5）のように、楽観的な見通しが

多く報じられ、当面、建設業の景況は順調に

推移すると考えられてきた。しかし、2020

年に入ってコロナ禍の拡大が経済活動に悪影

響を及ぼしている。全業種総合の業況判断

D.I.をみても、2020年1～3月期は△19.3、4

～6月期は△56.9と、それぞれ建設業を下回

る水準となった。悪化幅もそれぞれ前期比

（注）5	．日本銀行が公表した「経済・物価情勢の展望　2019年10月（BOX5）」には、以下の記述が見られる。「建設会社の受注残
に相当する『手持ち工事高（民間非居住用建築）』は、受注の増加に加え、人手不足や供給制約に伴う工事進捗の遅れもあっ
て、歴史的な高水準に積み上がっている。さらに、各種のミクロ情報によれば、今後1～2年以内に着工段階に入る予定なが
ら、現時点で建築着工統計に計上されていない東京都心を中心とする大型再開発案件も少なくないとみられる。以上を踏ま
えると、人手不足の影響から建設工事が従来対比ゆっくりと進捗していくもとで、先行きの建設投資は、緩やかながらも息
の長い増加傾向を維持する可能性が高いとみられる。」

図表9	　信用金庫の地区別建設業向け構成比
の推移
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11.5ポイント、37.6ポイントとなった。2020

年4～6月期の悪化幅はバブル崩壊局面や

リーマンショック時を大きく上回り過去最大

で、水準面でもバブル崩壊後の最悪まで低下

した。今後の信用金庫の建設業向け貸出に

も、悪影響が出てくることが予想される。そ

こで、参考までに2008年9月に発生したリー

マンショック前後の信用金庫の建設業向け貸

出金末残増加率の動きを見る。

信用金庫の建設業向け貸出金末残増加率

は、リーマンショック発生後は運転資金の寄

与度上昇により一時上昇した（図表13）。同

様の動きとなる兆しが2020年3月末にも見ら

れている。しかし、2009年1～3月期を底に

業況の改善が進むにしたがって、運転資金の

寄与度は低下して大幅なマイナスになった。

その後、設備資金の寄与度のプラス転換が先

行する形で信用金庫の建設業向け貸出金末残

増加率は上昇し、2016年6月末から明らかな

プラス基調に転じたが、それまでに7年近く

を要している。したがって、今回のコロナ禍

からの立ち直りにも、相応の時間がかかると

予想される。

おわりに

建設業の景況感は、コロナ禍の発生により

悪化に転じた。すでに2019年の建設業の倒

産件数は、11年ぶりに増加に転じた。コロ

ナ禍の発生以前から、規模の小さい建設業者

では後継者を含めて人手不足が深刻であり、

業況が悪化しないうちに事業売却や廃業を考

える事業者もいたと思われる。今回のコロナ

禍発生により、建設業についても2020年の

倒産件数の増加が懸念されている。足もとの

図表11	　信用金庫取引先建設業の業況判断
D.I.と信用金庫の建設業向け貸出金末
残増加率の推移
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は見通しで、信金中央金庫	全国中小企業景気動向調
査より作成

図表12	　信用金庫取引先建設業の各種判断
D.I.の推移

図表13	　信用金庫の建設業向け貸出金末残増
加率と資金使途別寄与度の推移
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人手不足は緩和しているが、これは4月の政

府による緊急事態宣言の発動に象徴される経

済活動の自粛を反映したものである。加え

て、本中金景況調査の信用金庫取引先建設業

の前期比受注残判断D.I.も悪化している。

政府は、コロナ禍の影響を受ける事業者等

の経済的な負担を軽減すべく、様々な施策を

講じてきた。コロナ禍により影響を受けてい

る中小企業者への資金繰り支援措置として、

保証制度の強化、持続化給付金、家賃支援給

付金、雇用調整助成金での対応、政府系・民

間金融機関を通じた実質無利子融資の実施と

限度額の拡充、資本性劣後ローンなど資本性

資金の供給等、2021年度の固定資産税・都

市計画税の減免などの措置である。日本銀行

も、金融緩和の強化を進めている。

ここまで個別にはコロナ禍の悪影響が小さ

い取引先のケースも見られるものの、今後も

信用金庫取引先建設業の工事の中止、延期が

続き、新規受注が減少していく恐れがある。

信用金庫取引先建設業の業況の推移を、今後

も注意して見守る必要がある。
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（キーワード）　�後継者不在、就業意識、事業承継、親族外承継、役員・従業員承継、�
MBO、EBO、社外への引継ぎ、M&A、休廃業・解散、終活支援

（視　点）
　近年、中小企業の6割以上が「後継者不在」に直面し、それに伴い事業を引き継げずに休廃
業・解散を余儀なくされるケースが高水準で推移するなど、中小企業の事業承継問題の重要性
をあらためて見直す動きが広がっている。
　こうした背景の中で、2020年度は年間を通じた調査研究テーマとして「後継者不在」を掲げ、
近年、多様化・高度化が進展しつつある親族外承継への対応のみならず、やむを得ない選択肢
としての休廃業・解散の在り方なども含め、中小企業はいかに対応すべきなのかを探っていく
こととしたい。

（要　旨）
⃝	全国で「後継者不在」に直面している中小企業の割合は6割以上にも及ぶなど、多くの中小
企業の事業承継問題は、「後継者不在」という、事業継続の危機ともいえるような事態に直
面している。こうした「後継者不在」の背景には、少子高齢化の問題のみならず、時代背
景の中での若者の就業意識の変化など、ある種の社会構造的な問題の様相も呈していると
考えられる。

⃝	「後継者不在」という厳しい現実に直面している中小企業は、事業継続を前提とすれば、
「親族外承継」を模索していくしかないという現実がある。「同族承継」の割合が年々減少
傾向にあるなかで、これに代わって「役員・従業員承継」やM&Aなどの「社外への引継
ぎ」を選択するケースが着実に増加している。

⃝	一方で、「後継者不在」により休廃業・解散を余儀なくされる中小企業も依然として多く、
それに伴い地域経済社会にとっての貴重な経営資源が雲散霧消してしまっているケースも
少なくない。経営者の引退後の生活を少しでもハッピーリタイアメントへ近づけるために
も、円滑な休廃業・解散へ向けての“終活支援”の重要性も今後、一段と高まっていく可
能性がある。

調 査

中小企業は「後継者不在」へいかに対応すべきなのか①
－多様化・高度化が進む事業承継局面での選択肢－

信金中央金庫 地域・中小企業研究所研究員

伊藤　壮太

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

鉢嶺　実
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はじめに

　近年、中小企業の6割以上が「後継者不

在」に直面し、それに伴い事業を引き継げず

に休廃業・解散を余儀なくされるケースが高

水準で推移するなど、中小企業の事業承継問

題の重要性をあらためて見直す動きが広がっ

ている。

　こうした背景の中で、2020年度は年間を

通じた調査研究テーマとして「後継者不在」

を掲げ、近年、多様化・高度化が進展しつつ

ある親族外承継への対応のみならず、やむを

得ない選択肢としての休廃業・解散の在り方

なども含め、中小企業はいかに対応すべきな

のかを探っていくこととしたい。

1	．多くの中小企業が「後継者不在」に
直面

（1	）中小企業の6割以上が「後継者不在」に

直面

　㈱帝国データバンクの「全国・後継者不在

企業動向調査（2019年）」によると、全国で

「後継者不在」と回答した企業の割合（後継

者不在率）は65.2％にも及んでおり、多くの

中小企業の事業承継問題は、「後継者不在」

という、事業継続の危機と言っても過言では

ないような極めて由々しき事態に直面してい

る。さらに、この「後継者不在率」を経営者

の年代別にみると、60歳代で49.5％、70歳代

でも39.9％、80歳代以上でも31.8％と、経営

者としての引退年齢に差し掛かっているとみ

られるような状況下においても、一定割合の

経営者が「後継者不在」と回答しているのが

実情となっている（図表1）。

　いうまでもなく､ 後継者が不在のままであ

れば事業承継そのものは成立し得ない｡ 経営

者としての引退時期の先延ばしにも限界があ

るとすれば､ 現下の「後継者不在」という状

況は､ 事業継続を目指すうえで早急に対応す

べき経営問題であるといえる｡ にもかかわら

ず､ 多くの中小企業は的確に対応し切れてい

ないという厳しい現実が垣間見られる。

図表1　社長年齢別に見た、後継者決定状況

（備考	）㈱帝国データバンク「全国・後継者不在企業動向調査（2019年）」をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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（2	）中小企業の「後継者不在」には社会構造

的な問題の様相も

　一般に「後継者不在」というと、少子高齢

化という構造的な流れの中で、経営者の親族

に後継者たるべき人材（子供など）がそもそ

も存在しないという状況を思い浮かべがちで

あるが、必ずしもそのようなケースばかりで

はないのも事実だ。すなわち、「子供はいる

ものの、すでに全く違う職業の道を歩んでお

り、もはや後継者とはなりえない」という状

況から、その結果として「後継者不在」とい

う厳しい現実に直面しているといったケース

も、かなりの割合で存在しているものと推察

される。

　こうした状況を招く背景として、現代の若

者の就業意識が大きな影響を及ぼしている可

能性もある。例えば、人材広告大手の㈱マイ

ナビが毎年継続的に実施している『大学生就

職意識調査』によると、近年の若者（大学

生）が就職先企業を選ぶポイントは、「自分

のやりたい仕事（職種）ができる会社」や

「働きがいのある会社」を挙げる割合が低下

傾向を辿る一方で、「安定している会社」や

「給料の良い会社」を挙げる割合が急速に上

昇する傾向にある（図表2）。

　とはいえ､ このようなリスク回避に走りが

ちな若者の就業意識の変化が､ 中小企業の

「後継者不在」の問題と直結しているわけで

はない｡ すなわち､ 中小企業経営者の子供が

「後継者になる」という選択をするかどうか

は、“跡取りとして背負っている十字架の重

み”なども考慮すれば､ 必ずしも大学生の就

職と同じ次元で語れるものではないとみられ

る｡ それでもなお､ 現代若者の安定を求める

傾向の強まりは､「子供はいるものの後継者

は不在」という現実と無縁とは言い切れない

面もある｡

　こうした傾向は､ 今後の中小企業の「後継

者不在」に一段と拍車をかけていくことも懸

念される｡ 本来は跡取り（後継者）たるべき

立場にある中小企業経営者の子供たちが､「後

継者」という職業選択を敬遠してしまう（あ

図表2　大学生就職意識調査における企業選択のポイント

（備考	）㈱マイナビ『大学生就職意識調査』（調査対象：卒業見込みの全国大学3年生、大学院1年生（調査開始時点））をもと
に信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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るいは経営者自身が子供に「後継者」という

職業選択をさせない）という動きは､ 今後も

一定の割合で出現してくる可能性が高い｡ 中

小企業の「後継者不在」の問題は､ 少子高齢

化の問題のみならず､ 時代背景の中での就業

意識の変化など､ ある種の社会構造的な問題

の様相も呈しているものと思われる。

2	．多様化・高度化が進展する「後継
者不在」への対応策

（1	）「後継者不在」に直面する中小企業の取

り得る選択肢

　事業の継続を目指す中小企業の経営者が、

引退の局面（すなわち事業承継）で取り得る

選択肢は、図表3の通りである。

　すなわち、後継者候補たる人材（経営者の

子供など）が身近に存在している同族経営

（ファミリービジネス）のようなケースで

は、それぞれの紆余曲折のなかで「後継者不

在」という状況を回避することで、「親族内

承継」（Ⅰ）という形で事業を承継し、世代

交代を実現していくこととなる。いわゆる

“親族間のバトンタッチ”といったケースで

あり、およそ半数の中小企業の事業承継は、

結果として「親族内承継」によって実現して

いるというデータもある（注1）。

　しかし、このファミリービジネスも含めて

「後継者不在」という厳しい現実に直面して

いる中小企業経営者が取り得る選択肢は、今

後も事業継続を目指していくことを前提とす

れば、なんとか親族外から後継者を見つけ出

すことで「後継者不在」という状況を解消

し、その「後継者」へ事業を託すこと、すな

わち「親族外承継」を模索していくしかない

のが現実だ。なお、その親族外の後継者を社

内（役員や従業員）から見出すことができれ

ば「役員・従業員承継」（Ⅱ）、それもままな

らない場合は社外の第三者への事業譲渡

（M&A）など「社外への引継ぎ」（Ⅲ）を模

索せざるを得ないのが実情となっている。

　なお、「親族内承継」（Ⅰ）、「役員・従業員

承継」（Ⅱ）、「社外への引継ぎ」（Ⅲ）それぞ

れにはメリット・デメリットや留意点があり

（図表4）、必ずしもⅠ→Ⅱ→Ⅲという優先順

（注）1	．信金中金月報2019年8月号「中小企業の『継続力』を考える①」p20（図表2）参照

図表3　経営者引退に伴う経営資源引継ぎの概念図

（備考	）『中小企業白書（2019年版）』をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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位で検討が進められていくわけではない点に

は留意する必要があろう。すなわち、「もとも

と子供に会社を継がせる気はなく、業務に精

通している社内の人材（親族外）から後継者を

選定したい」といったケースや、「そもそも

社内には適任者がいないので、社外の第三者

への事業譲渡を最優先に検討したい」といっ

たケースも最近では少なくないのが現実だ。

　ちなみに、前出の㈱帝国データバンク「全

国・後継者不在企業動向調査（2019年）」に

よれば、事業を承継した社長と先代経営者と

の関係に占める「同族承継」の割合は年々減

少傾向にあり、これに代わって「内部昇格」

や「外部招聘」、あるいはM&Aなどを含むと

みられる「その他」など、親族内承継ではな

い選択肢の占める割合が年々高まる傾向にあ

る（図表5）。今後も構造的に進展していく

とみられる「後継者不在」という厳しい現実

に対して、「役員・従業員承継」や「社外へ

の引継ぎ」を模索していく動きは、今後も着

実に広がっていくことになろう。

図表4　事業承継における各種承継方法のメリット・デメリット	

Ⅰ．親族内承継 Ⅱ．役員・従業員承継 Ⅲ．社外への引継ぎ

<メリット>
・	一般的に社内外の関係者から心情
的に受け入れやすい。
・	一般的に後継者を早期に決定し、
長期の準備期間を確保できる。
・	他の方法と比べて、所有と経営の
分離を回避できる可能性が高い。

<デメリット>
・	親族内に、経営能力と意欲がある
者がいるとは限らない。
・	相続人が複数居る場合、後継者の
決定･経営権の集中が困難。

<留意点>
・	学校卒業後に他社に就職し、一定
のポジションに就いている等の場
合を含め、家業であっても、早め
にアナウンスをして本人の了解を明
示的にとりつける取組みが必要。

<メリット>
・	親族内に後継者として適任者がい
ない場合でも、候補者を確保しや
すい。

・	業務に精通しているため、他の従
業員などの理解を得やすい。

<デメリット>
・	親族内承継と比べて、関係者から
心情的に受け入れられにくい場合
がある。

・	後継者候補に株式取得等の資金力
がない場合が多い。

・	個人債務保証の引継ぎ等の問題。
<留意点>

・	従業員は経営リスクをとる覚悟で
入社、就業してきておらず、白羽
の矢を立てた幹部等従業員が経営
者となる覚悟を得るためには、早
めのアナウンスと本人の了解を明
示的にとりつける取組みが必要。

<メリット>
・	身近に後継者として適任者がいな
い場合でも、広く候補者を外部に
求めることができる。

・	現オーナー経営者が会社売却の利
益を獲得できる。

<デメリット>
・	希望の条件（従業員の雇用、売却
価格等）を満たす買い手を見つけ
るのが困難。

<留意点>
・	会社内に後継者がいない場合、検
討することを先延ばしにしてしま
いがちであるが、早めに事業引継
ぎ支援センター等の支援機関に相
談することが肝要。

（備考	）独立行政法人	中小企業基盤整備機構「中小企業経営者のための事業承継対策（平成28年版）」をもとに信金中央金庫	
地域・中小企業研究所作成

図表5	　事業を承継した社長の先代経営者との
関係

（備考	）1	．2017年～18年数値は、2019年10月の最新デー
タをもとに再集計
2	．㈱帝国データバンク「全国・後継者不在企業動
向調査（2019年）」をもとに信金中央金庫	地域・
中小企業研究所作成
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（2	）ファンドを活用したMBOやEBOなど

「役員・従業員承継」の手法は多様化

　前述したように、親族外の後継者を社内

（役員・従業員）から見出し、内部昇格など

の形で事業を承継していくのが「役員・従業

員承継」であり、「親族内承継」を成し得な

い状況下にある中小企業にとっては、有力か

つ現実的な選択肢の一つと位置付けられる。

ただ、社内の後継者候補となる人材（親族で

ない役員や従業員）が、経営権（株式等）取得の

ための資金力を持ち合わせていないことは多

く、結果として事業承継自体が暗礁に乗り上

げてしまうようなケースも少なくなかった。

　こうした問題を解消していく手法の一つと

して、最近では、事業承継ファンドなどの外

部資金を取り入れたスキームであるMBO

（Management	Buyout、経営陣買収）やEBO

（Employee	Buyout、従業員買収）を活用し

ながら、役員・従業員承継を進めていくのも

一般的となりつつある（図表6）。MBOや

EBOは、買収という部分に着目することで

M&Aの一形態と分類されることもあるが、

事業譲渡先が役員や従業員であるという観点

からみれば、「役員・従業員承継」の一形態

とみることもできよう。なお、最近では、事

業を譲り受ける役員や従業員が受け皿会社

（SPC：特定目的会社）を設立して金融機関

の融資を活用するような手法も一般化しつつ

あり、MBOやEBOにかかる資金調達手段も

多様化が進展している。

　後継者に「資金力がない」という理由で立ち

行かないことも多かった「役員・従業員承継」

であるが、新たなスキームの活用により道が

開ける可能性も広がっていると考えられる。

（3	）「社外への引継ぎ」のための手法として

定着しつつある中小企業のM&A

　一方、「後継者不在」という状況の中で、

後継者を社外に求めていくこと、すなわち

「社外への引継ぎ」も、事業承継の一形態と

して最近では一般的となりつつある。

　なお、「社外への引継ぎ」の一つの形とし

て、社外の適任者を見つけ出して事業を引き

継いでもらう「外部招聘」というケースもあ

るが、現実には外部の適任者をなかなか見出

すことが困難という問題に加え、前出の「役

員・従業員承継」のケースと同様、適任者を

見つけることができたとしても経営権取得の

ための資金力までは持ち合わせていない、と

いう壁に当たってしまうケースが多かった。

　こうしたなかで、近年、事業承継の局面に

おける「社外への引継ぎ」といえば、社外の

第三者（企業）へ事業をまるごと譲渡する手

法、すなわちM&Aのことを指すという認識

図表6　MBO、EBOの仕組み

（備考	）弁護士法人リバーシティ法律事務所『図解入門ビ
ジネス	事業承継の対策と進め方がよ～くわかる本
［第3版］』をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究
所作成
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が定着しつつある。ちなみに、2015年3月に

経済産業省が策定・公表した『事業引継ぎガ

イドライン』は、その後の全面的な改訂作業

を経て、2020年3月に『中小M&Aガイドライ

ン』という名称で新たに公表されるに至って

いる（図表7）。かつては「もっぱら大企業

の世界のこと」とみられがちだったM&A

という手法は、いまや「後継者不在」に直面

する中小企業の事業承継の一手段として定着

したといえる。中小企業のM&Aを支援する

動きは、税理士や会計士が主導する専門の仲

介業者のみならず、政府や自治体等の関係機

関や、信用金庫をはじめとした全国の地域金

融機関にも広がりを見せており、近年ではそ

れらの支援実績も着実に積み上がっている

（図表8）。

　なお、現実には、M&A成約までには膨大

な手間やコストがかかるなどの問題もあり、

「後継者不在」に直面する中小企業にとっ

て、まだまだ“ハードルが高い”状況もある

のが実態だ。とはいえ、インターネットを活

用したM&Aプラットフォームの普及（後述）

など、支援の間口は身近なところで急速に広

がりをみせている。また、こうしたインター

ネットを活用したM&Aプラットフォームの普

及は、前述した「外部招聘」にかなう適任者

を幅広く募りながらマッチングさせるツール

としても威力を発揮する場面が増えており、

図表7　中小M&Aガイドライン概要

（備考	）経済産業省.中小企業庁『中小M&Aガイドラインについて』（2020.3.31）をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究
所作成

中小企業がM&Aを躊躇する要因
M&Aに関する知見がなく、
進め方が分からない

M&A業務の手数料等の
目安が見極めにくい M&A支援に対する不信感

後継者不在の中小企業向けの手引き

中小M&Aガイドライン

①

①

 ◆約20の中小M&A事例を提示し、
　M&Aを中小企業にとってより身近なものに。

◆中小M&Aのプロセスごとに確認すべき事項や、
　適切な契約書のひな形を提示

 

 ◆仲介手数料（着手金/月額報酬/成功報酬）
　の考え方や、具体的事例の提示により、手数料を
　客観的に判断する基準を示す。

◆支援内容に関するセカンド･オピニオンを推奨

②

②

 

③

③

◆支援機関の基本姿勢として、事業者の利益の最大化と支援機関同士の連携の重要性を提示

◆M&A専門業者に対しては、適正な業務遂行のため、
①売り手と買い手双方の1者による仲介は「利益相反」となり得る旨明記し、
　不利益情報（両者から手数料を徴収している等）の開示の徹底等、そのリスクを最小化する措置を講じる。
②他のM&A支援機関へのセカンドオピニオンを求めることを許容する契約とする。
③契約期間終了後も手数料を取得する契約（テール条項）を限定的な運用とするといった行動指針を策定

◆金融機関、士業等専門家、商工団体、プラットフォーマーに対し、求められる具体的な支援内容や
　留意点を提示  

支援機関向けの基本事項
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「社外への引継ぎ」にかかる選択肢は、ここ

へきて急速に多様化・高度化が進展している。

　例えば、全国各地の「事業引継ぎ支援セン

ター」の管理下にある「後継者人材バンク」

では、事業の譲り受けに意欲を示す人材を登

録し、条件面等でマッチングする企業への

「外部招聘」の機会につなげている。事業意

欲旺盛な「プロ経営者」などが民間のM&A

プラットフォームに買い手として登録し、

「後継者不在」に悩む中小企業の事業を譲り

受けることで“第二創業”を遂げていくよう

なケースも、新しい「外部招聘」の形として

散見されるようになってきた。

　「後継者不在」に直面している中小企業に

とってのM&Aは、“ハードルが高い”といっ

た状況が着実に解消されつつあるとみられ、

周到な準備の下で、身近な支援者の力も借り

ながら、こうした支援ツールなどを的確に活

用していくことが求められているといえよう。

3	．「後継者不在」で懸念される休廃
業・解散の増加

（1	）「後継者不在」を解消できなければ事業

継続は困難、最終的には休廃業・解散へ

　「後継者不在」に直面する中小企業が、社

内でも社外でも後継者を見つけることができ

なければ、最終的には残念ながら事業継続を

断念せざるを得ないのが現実だ。実際、近年

の休廃業・解散件数は、倒産件数が漸減傾向

を辿る一方で、年間4万件前後の高水準で高

止まりしているような状況にある（図表9）。

　もちろん、これら休廃業・解散件数のなか

には、もともと事業継続の意志がなかったな

かで、必然としてそれを選択しているような

ケースも相当数を占めているとみられる。実

際、『中小企業白書（2019年版）』において「事

業を継続しなかった理由」を調査した結果を

見ると、「もともと自分の代で畳むつもり

だった」という回答が58.5％と過半を占め、

当初から事業承継の意志を持たない企業が相

図表9　休廃業・解散件数の推移

（備考	）㈱東京商工リサーチ『2019年「休廃業・解散企業」
動向調査』をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研
究所作成
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図表8　事業承継系M&Aの推移（㈱レコフ調べ）

（備考	）1	．ここでいう事業承継系（オーナー、経営者、個
人による売却）M&Aとは、オーナーや社長などが
一定程度の株式を売却することと㈱レコフによっ
て定義されたもの。
2	．『中小企業白書（2020年版）』をもとに信金中央
金庫	地域・中小企業研究所作成
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当な割合で存在しているという実態を垣間見

ることができる。しかし、その一方で、「資

質がある後継者がいなかった」という回答も

19.8％にのぼるなど、事業継続の意志があり

ながら、「後継者不在」のためにやむなく事業

継続を断念しているケースもかなりの割合を

占めているのが実態となっている（図表10）。

　後継者さえ見つかれば、休廃業・解散とい

う事態を回避できたケースも相応に存在して

いるとすれば、一部でいわれているような「大

廃業時代の到来（注2）」へ向けて、高水準にあ

る休廃業・解散件数に少しでも歯止めをかけ

ていく上で、中小企業の「後継者不在」を解

消へ導いていくことの重要性は、今後ますま

す高まっていくものと予想される。

　なお､ 休廃業・解散企業が事業を継続しな

かった理由で2番目に多かったのは､「事業の

将来性が見通せなかった」（41.6％）であっ

た｡ 事業の将来性が見通しづらい状況は､ 経

営者の士気喪失ばかりでなく「後継者不在」

を招く遠因にもなっているとみられるだけに

事態は深刻といえる｡ 直近では､ 新型コロナ

ウイルスの感染拡大の影響により､ 事業環境

の先行き不透明感は急速に高まっており､ こ

れを機に休廃業・解散を選択せざるを得ない

と考える中小企業も足元で急増しているとい

われている｡ こうした状況に対し､ 地域金融

機関をはじめとした各支援機関には､ 休廃

業・解散の回避（事業継続）へ向けての支援

が求められる｡ しかしその一方で､ 最終的に

やむを得ないと判断されるようなケースにお

いては､ 倒産などの最悪の状況を回避してい

図表10　事業を継続しなかった理由（n=2,020）

（備考）『中小企業白書（2019年版）』をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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（注）2	．日本経済新聞の報道（2017.10.6）によれば、経済産業省･中小企業庁は、中小企業・小規模事業者の事業承継問題を放置した
場合、廃業の増加によって2025年ごろまでの10年間累計で約650万人の雇用と約22兆円の国内総生産（GDP）を失う可能性があ
ると試算したとされている。
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くためにも､ 円滑な休廃業・解散へ向けて的

確に支援していくことの重要性が､ 今後は増

していくことになるとみられる｡

（2	）休廃業・解散の増加による経営資源の

消失は地域の経済社会にとっても損失大

　㈱東京商工リサーチの調査によると、結果

的に休廃業・解散を余儀なくされた企業の6

割以上が、直近の決算では損益が黒字だった

とされている（図表11）。これは、地域の中

小企業の休廃業・解散によって、相応に貴重

な有形無形の経営資源（機械設備や不動産の

みならず、従業員の雇用、顧客基盤、地域住

民にとっての利便性、ネームバリュー（のれ

ん）などが雲散霧消してしまっている可能性

を示唆するものといえる。結果的に休廃業・

解散に至ってしまうことはある程度やむを得

ないとしても、こうした雲散霧消（貴重な経

営資源の消失）に少しでも歯止めをかけるた

め、さまざまな経営資源を何らかの形で身近

な第三者等へ引き継いでいく（残していく）

ことができれば、結果的に地域経済社会に

とっての有形無形の損失を最小限に食い止め

ることもできるものと考えられる。ちなみ

に、『中小企業白書（2019年版）』によると、

休廃業・解散した中で経営資源の引継ぎを

行った企業のおよそ6割が有償による経営資

源の引継ぎを行うことができたという実態も

明らかとなっている（図表12）。

　来たるべき「大廃業時代」へ向けて、引退

する経営者の引退後の生活を少しでもハッ

ピーリタイアメントへ近づけていく必要もあ

るとすれば、休廃業・解散企業といえども、

その経営資源を何らかの形で第三者等へ継承

していくことの重要性は今後ますます高まっ

ていくものと考えられる。当該企業の事情を

熟知した地域金融機関をはじめとした関係各

方面には、こうした「後継者不在」の中小企

業に対する“終活支援”にかかる機能を強化

図表11　休廃業・解散企業の損益別構成比

（備考	）㈱東京商工リサーチ『2019年「休廃業・解散企業」
動向調査』をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研
究所作成
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図表12	　経営資源を引き継いだ際の対価の総額

（備考	）『中小企業白書（2019年版）』をもとに信金中央金
庫	地域・中小企業研究所作成
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していくことも期待されている状況があると

いえよう。

4	．多様な担い手の下で台頭するイン
ターネット活用のM&Aプラット
フォーム

　前項でも述べてきたように、近年では「後

継者不在」を解決するための手段のひとつと

してM&A（第三者への事業譲渡）への認知

度が急速に高まっている。インターネット等

を活用したM&Aプラットフォームの相次ぐ

登場により、中小企業・小規模事業者にとっ

て“ハードルが高い”という状況も着実に解

消されつつあり、売り手としてのみならず、

買い手としてもM&Aを有力な選択肢の一つ

として検討するケースは着実に増加してい

る。こうした“スモールM&A”を想定した

プラットフォームも増えており（図表13）、

「後継者不在」に直面する中小企業や小規模

事業者（個人事業主）にとって、今後はこれ

らの使いこなしが一つのカギを握っていくこ

とになるとみられる。

　こうしたなかで、信金中央金庫とその子会

社の信金キャピタル㈱では、資本・業務提携

先で国内最大級のM&Aプラットフォーム

「TRANBI」を運営する㈱トランビ（本部：

東京都港区）と共に構築を進めてきた信用金

庫業界専用M&Aプラットフォーム「しんき

んトランビプラス」の運用を2020年4月より

開始した。本プラットフォームでは、売り手

および買い手とも信用金庫取引先とすること

で、安心感や信頼感が増し、成約の可能性を

高めるほか、取引先の負担を軽減するため

に、情報の登録からマッチング先の発掘まで

を信用金庫が行う仕組みとしているところが

最大の特徴となっている。また、信金中央金

庫グループのさらなる事業承継・M&A支援

強化策として、信金キャピタルにおいて信用

金庫の取引先が株式譲渡契約書作成および財

務監査等のマッチング後の手続きを廉価に利

用できるサービス「シンプルM&A（注3）」の取

扱いを開始するほか、信金中央金庫グループ

図表13　スモールM&Aマッチングサイトの例	
サイト名 特徴 登録数

バトンズ
日本М&Aセンターのグループ会社が2018年4月から運営。ITを活用し、誰でも
簡単に自由にM&Aができる社会の実現を目指す。M&A業界で経験豊富なアド
バイザーの助言やサポートも受けられる。

2万4000人超
（2020年1月現在）

トランビ
国内最大級の事業承継・M&Aプラットフォーム。匿名で事業情報を掲載し、買
い手との直接交渉が可能。登録、メッセージ交換、マッチングは無料。成約時
手数料は、売り手は無料（要報告手続き）、買い手は成約価額3%

4万7000社以上
（2020年2月現在）

M&Aナビ
（エムエーナビ）

中小企業のM&Aに特化したマッチングプラットフォーム。専任のアドバイザー
が成約までサポートしてくれるため、成約率が高い。完全成功型報酬で、成約
時手数料はレーマン方式で売り手・買い手ともに200万円（税別）～

買い手企業
4000社

（2020年1月現在）

ビズリーチ・
サクシード

売り手も買い手も、法人企業限定。売り手は完全匿名で買い手候補企業を探せ
る。加えて、すべての機能を無料で利用でき、成約時手数料も無料。買い手の
み、成約時に案件紹介料として成約価額の1.5％（最低100万円）がかかる。

買い手企業
5100社以上

（2020年1月現在）

（備考）日経MOOK	『まるわかりM&A』（2020年2月	日本経済新聞出版社）をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

（注）3	．信金キャピタルが提供するサービスの一つで、信用金庫の取引先が株式譲渡契約書作成および財務監査等のマッチング後の手
続きを廉価に利用することができる。
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と（独）中小企業基盤整備機構および財務会

計システム大手の㈱ミロク情報サービス（東

証一部上場）との連携により、信用金庫およ

びその取引先が交渉の助言や専門家の紹介等

を受けられる専門機関ネットワークの構築も

同時に公表した（図表14）。	

　このようなインターネットM&Aプラット

フォームは「後継者不在」に直面している中

小企業において「社外への引継ぎ」を検討す

る上で有効な支援ツールとみられ、これらの

ツールを的確に使いこなすことで「後継者不

在」という状況の解消へと繋げていくことが

求められよう。

おわりに

　中小企業における「後継者不在」問題は、

雇用の喪失や地域経済の衰退など、日本経済

全体にも多大な影響を与えかねない状況と

なっているにもかかわらず、的確に対応し切

れていない厳しい現実がある。

　こうしたなかで親族外承継については近

年、一段と多様化・高度化が進展するととも

に、支援の間口も身近なところまで急速に拡

大している。今後、「後継者不在」に直面す

る中小企業の身近な存在でもある信用金庫

は、その問題解決へ向けて、共に支援ツール

を使いこなしていくような役割が期待されて

いると思われる。

　一方で、「後継者不在」などにより、最終

的に休廃業・解散を余儀なくされる中小企業

も依然として多いという現実がある。中小企

業は地域経済のエネルギーの源泉でもあり、

休廃業・解散自体はやむを得ない面があると

しても、その経営資源の一部を何らかの形で

近隣の事業者等へ引き継ぐことができれば、

地域経済のエネルギー源の喪失を最小限に抑

図表14　しんきんトランビプラス概要

（備考）信金中央金庫ニュースリリース資料（2020.3.25）より引用
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えられる可能性もあるとみられる。そうした

観点からも、身近な存在である信用金庫に対

しては、“終活支援”のような機能を強化し

ていくことも期待されているような状況があ

るといえよう。

　当研究所では今後も「後継者不在」に焦点

を当て、近年、多様化・高度化が進展しつつ

ある親族外承継への対応のみならず、やむを

得ない選択肢としての休廃業・解散を選択し

た中小企業の在り方など、中小企業はいかに

対応すべきなのかを引き続き探っていくこと

としたい。
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「磨き上げ」を中心として－』（2018年7月）
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地域・中小企業関連経済金融日誌（2020年6月）

5日 ● 金融庁、協同組織金融機関の信用供与等限度額を超える場合の承認に係る「中小・
地域金融機関向けの総合的な監督指針」の一部改正について公表

資料1

● 金融庁、「地域銀行の令和2年3月期決算の概要」を公表 資料2

● 金融庁、「主要行等の令和2年3月期決算の概要」を公表 資料3

〇 経済産業省、「持続化給付金」の申請サポート体制を強化（6月8日から）

8日 ○ 金融庁、「学生支援緊急給付金の支給に伴うお願いについて」を公表

10日 ○ 金融庁、新型コロナウイルス感染症の影響拡大・長期化を踏まえた事業者の資金
繰り支援について金融機関に要請（財務大臣兼金融担当大臣と経済産業大臣の連
名文書を発出）

18日 ○ 内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部、RESAS最新データを更新

19日   〇 金融庁、「資産運用業高度化プログレスレポート2020」を公表

21日 ● 内閣府、「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関
する調査」を公表（webサイトには22日掲載）

資料4

24日 ○ 経済産業省、2020年3月末までの消費税転嫁対策の取組状況を公表

26日 ○ 中小企業庁、令和元年度補正予算「共同・協業販路開拓支援補助金」の補助事業
者の採択について公表（「展示会・商談会型」の補助事業者として銚子、京都中
央、呉、鹿児島相互の4信用金庫を採択）

29日 ○ 金融庁、貸金業関係資料集を更新

30日 ● 日本銀行、当面の考査運営方針について公表 資料5

 ● 経済産業省、第160回中小企業景況調査（2020年4-6月期）の結果を公表 資料6

〇 金融庁、日本トラスティ・サービス信託銀行（株）および資産管理サービス信託
銀行（株）に対し、JTCホールディングス（株）との3社合併を認可（新銀行名は

（株）日本カストディ銀行）

〇 金融庁、NISA・ジュニアNISA口座の利用状況に関する調査結果（2019年12月末
時点（確報値））を公表

〇 経済産業省、キャッシュレス・ポイント還元事業に関する消費者および店舗向け
アンケートの調査結果を公表

※�「地域・中小企業関連経済金融日誌」は、官公庁等の公表資料等をもとに、地域金融や中小企業金融に関連が深い項目につ
いて、当研究所が取りまとめたものである。

　「●」表示の項目については、解説資料を掲載している。
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（資料1）

金融庁、協同組織金融機関の信用供与等限度額を超える場合の承認に係る「中小・地域金融機

関向けの総合的な監督指針」の一部改正について公表（6月5日）

　日本銀行は、「新型コロナウイルス感染症対応金融支援特別オペレーション」を導入し、そ

の特則において、協同組織金融機関は中央機関を通じて資金調達を行うことが可能となってい

る。協同組織金融機関が当該オペレーションを活用する際に、中央機関に対する信用の供与等

の額が信用供与等限度額を超える場合の承認に係る考え方について、「Ⅴ�協同組織金融機関」

の中に「Ⅴ-1-3�大口信用供与」を新設した。協同組織金融機関が当該オペレーションを活用

する場合を、「Ⅲ�銀行の検査・監督に係る事務処理上の留意点」の中の「Ⅲ-4-4�大口信用供与」

に準じて取り扱うように改正された。

　この改正後の監督指針については、6月5日から適用されている。

（https://www.fsa.go.jp/news/r1/ginkou/20200605-3/20200605.html参照）

（資料2）

金融庁、「地域銀行の令和2年3月期決算の概要」を公表（6月5日）

1．損益の状況（銀行単体ベース）

　当期純利益は、6,901億円を計上した。前期に比べ、債券等関連損益が増加し、経費が減

少したものの、資金利益と株式等関係損益の減少や与信関係費用の増加などにより、前期比

10.2%減少した。

2．不良債権の状況（銀行単体ベース）

　不良債権額（4.8兆円）は前期比横ばいとなり、不良債権比率（1.70%）は前期に比べ0.04ポ

イント低下した。

3．自己資本比率の状況（銀行単体ベース）

（1）�国際統一基準行（11行）の総自己資本比率（13.28%）は、前期に比べ0.56ポイント、普

通株式等Tier1比率（12.73%）は、同0.64ポイント低下した。

（2）�国内基準行（2019年3月期�94行、2020年3月期�92行）の自己資本比率（9.52%）について

は、前期に比べ0.05ポイント上昇した。

（https://www.fsa.go.jp/news/r1/ginkou/20200605-2/20200605-2.html参照）

（資料3）

金融庁、「主要行等の令和2年3月期決算の概要」を公表（6月5日）

1．損益の状況（グループ連結ベース）

　親会社株主に帰属する当期純利益は、20,697億円を計上した。債券等関係損益や役務取引等
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利益が増加したものの、資金利益および株式等関係損益が減少し、経費と与信関係費用が増加

したことなどから、前年同期比3.0%減少した。

2．不良債権の状況（銀行単体ベース）

　不良債権額（2.1兆円）は前期に比べて増加し、不良債権比率（0.59%）は前期に比べ0.01ポ

イント上昇した。

3．自己資本比率の状況（グループ連結ベース）

（1）��国際統一基準行（4グループ）の総自己資本比率（17.00%）は前期比0.83ポイント低下し、

普通株式等Tier1比率（12.77%）も同0.54ポイント低下した。

（2）�国内基準行（3グループ）の自己資本比率（11.04%）は、前期比0.52ポイント上昇した。

（https://www.fsa.go.jp/news/r1/ginkou/20200605-1/20200605-1.html参照）

（資料4）

内閣府、「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

を公表（webサイトには22日掲載）（6月21日）

　調査概要は以下のとおり。
●�インターネット調査により5月25日～6月5日に実施。全国の15歳以上の登録モニター10,128

人から回答。
●��感染症影響下において、家族の重要性をより意識したり、地方移住への関心が高まる等、意

識の変化がみられる。
●��就業者の3人に1人がテレワークを経験したが、さらなる利用拡大には、仕事の仕方の見直し

などが課題。
●�子育て世帯の約7割で家族と過ごす時間が増加。夫婦間の家事・育児の役割分担を工夫する

動きがみられる。

（https://www5.cao.go.jp/keizai2/manzoku/pdf/shiryo1.pdf参照）

（資料5）

日本銀行、当面の考査運営方針について公表（6月30日）

　日本銀行は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止等の観点から、2020年度入り後、考査

（立入調査）の実施を見合わせており、考査を再開するまでの間の対応については、以下のよ

うに述べている。

　「各取引先金融機関等のリスクプロファイルに応じて、企業・家計への資金繰り支援の状況

や信用リスク・市場リスク管理体制など感染症拡大の金融機関経営への影響を中心に、Web会

議や電話会議等により、集中的なヒアリング調査（考査に準ずる調査）を行う。同調査に当
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たっては、資金繰り支援業務への支障とならないように、取引先金融機関等の事務負担に十分

配慮する。」

（https://www.boj.or.jp/finsys/exam_monit/exampolicy/kpolicy200630.htm/参照）

（資料6）

経済産業省、第160回中小企業景況調査（2020年4-6月期）の結果を公表（6月30日）

　2020年4-6月期の全産業の業況判断D.I.は、前期（2020年1-3月期）比で39.7ポイント減少の

△64.1となり、6期連続で低下した。産業別にみると製造業D.I.は、同38.5ポイント減少の△

65.9となった。非製造業D.I.は、同40.0ポイント減少の△63.5となっている。

（https://www.meti.go.jp/press/2020/06/20200630001/20200630001.html参照）
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信金中金だより 

1．レポート等の発行
発行日 レポート分類 通巻 タ　　イ　　ト　　ル 執 筆 者

20.6.2 内外金利・為替見通し 2020-3 日銀は５月の臨時会合で資金供給に係る追加策の導入を決定 奥津智彦 
鹿庭雄介

20.6.8 ニュース＆トピックス 2020-22 信用金庫の業種別貸出とコロナ危機の影響 
－業種特性・貸出構成も考慮した効果的な支援を－

井 上 有 弘

20.6.9 産業企業情報 2020-3 中小企業は「後継者不在」へいかに対応すべきなのか① 
－多様化･高度化が進む事業承継局面での選択肢－

伊藤壮太 
鉢嶺　実

20.6.10 金融調査情報 2020-12 信用金庫の渉外体制改革への取組み－経営戦略35－ 刀禰和之

20.6.10 金融調査情報 2020-13 信用金庫の法人特化型店舗への取組み－経営戦略36－ 刀禰和之

20.6.11 ニュース＆トピックス 2020-24 コロナ危機の資金繰り支援で急増する信用金庫の貸出金 
－5月末の貸出金は3.8％増と1995年9月以来の高い伸び－

井上有弘

20.6.17 金融調査情報 2020-14 信用金庫の全自動貸金庫の推進策－経営戦略37－ 刀禰和之

20.6.17 金融調査情報 2020-15 信用金庫の住宅ローン採算改善への取組み－経営戦略38－ 刀禰和之

2．講座・講演・放送等の実施
実施日 種類 タ　　イ　　ト　　ル 講座・講演会・番組名称 主催 講 師 等

20.6.24 講演 新型コロナウイルス感染拡
大が地域経済に及ぼす影響
について

幹部・職員向け勉強会、意見交
換会（オンライン）

四国経済産業局 角田　匠 
奥津智彦

3．原稿掲載
発行日 タ　　イ　　ト　　ル 掲載紙 発　行 執 筆 者

20.6.1 信金界で進む未利用口座管理手数料
－既存顧客への適用拡大が今後の課題－

月刊 金融ジャーナル （株）金融ジャーナル社 刀禰和之

20.6.15 トレンド〈米国経済〉
経済活動の年内復元は困難 

週刊 金融財政事情 （一社）金融財政事情研究会 角田　匠

信金中央金庫 地域・中小企業研究所活動記録（6月）
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統統 計計

１．信用金庫統計
信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の預金種類別預金･地区別預金

信用金庫の預金者別預金

信用金庫の科目別貸出金･地区別貸出金

信用金庫の貸出先別貸出金

２．金融機関業態別統計
業態別預貯金等

業態別貸出金

信用金庫の余裕資金運用状況

（凡例）
１．金額は、単位未満切捨てとした。
２．比率は、原則として小数点以下第１位までとし第２位以下切捨てとした。
３．記号・符号表示は次のとおり。

〔 〕ゼロまたは単位未満の計数 〔 〕該当計数なし 〔△〕減少または負
〔･･･〕不詳または算出不能 〔 〕 ％以上の増加率 〔 〕速報数字
〔 〕訂正数字 〔 〕 印までの数字と次期以降の数字は不連続

４．地区別統計における地区のうち、関東には山梨、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の４県、
九州北部は福岡、佐賀、長崎の３県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島の４県である。

※ 信金中金 地域・中小企業研究所のホームページ（ ）より 形式の統計資料をダウンロードすることができます。

１． 信用金庫の店舗数、合併等

信信用用金金庫庫のの店店舗舗数数、、会会員員数数、、常常勤勤役役職職員員数数のの推推移移 （単位：店、人）

信信用用金金庫庫のの合合併併等等

店　　　舗　　　数 常　勤　役　職　員　数

年 月 末 本  店 職　　　員
(信用金庫数) 男　子 女　子 計

合　計支  店 出張所 合  計 常勤役員
会　員　数

年　月　日 異　　　動　　　金　　　庫　　　名 新金庫名 金庫数 異動の種類

2014年1月6日 三浦藤沢 かながわ 名称変更

2014年2月24日 十三 摂津水都 北おおさか 合併

2016年1月12日 大垣 西濃 大垣西濃 合併

2016年2月15日 福井 武生 福井 合併

2017年1月23日 江差 函館 道南うみ街 合併

2018年1月1日 札幌 小樽 北海 北海道 合併

2018年1月22日 宮崎 都城 宮崎都城 合併

2019年1月21日 浜松 磐田 浜松磐田 合併

2019年2月25日 桑名　　　 三重 桑名三重 合併

2019年6月24日 掛川 島田 島田掛川 合併

2019年7月16日 静岡 焼津 しずおか焼津 合併

2020年1月20日 宮崎都城 南郷 宮崎第一 合併

2020年2月10日 備前 日生 備前日生 合併

統計資料の照会先：

信金中央金庫 地域･中小企業研究所

1．信用金庫統計
（1）信用金庫の店舗数、合併等
（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
（3）信用金庫の預金者別預金
（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
（5）信用金庫の貸出先別貸出金
（6）信用金庫の余裕資金運用状況

2．金融機関業態別統計

     （1）業態別預貯金等
      （2）業態別貸出金

統 計

（凡　例）
1．金額は、単位未満切捨てとした。
2．比率は、原則として小数点以下第1位までとし第2位以下切捨てとした。
3．記号・符号表示は次のとおり。
　　〔 0〕ゼロまたは単位未満の計数	 〔—〕該当計数なし	 〔△〕減少または負
　　〔…〕不詳または算出不能	 〔＊〕1,000%以上の増加率	 〔ｐ〕速報数字
　　〔ｒ〕訂正数字	 〔ｂ〕ｂ印までの数字と次期以降の数字は不連続
4．地区別統計における地区のうち、関東には山梨、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の
4県、九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島の4県である。

※	信金中金	地域・中小企業研究所のホームページ（https://www.scbri.jp/）よりExcel形式の統計資料をダウンロードすることができます。

統計資料の照会先：
信金中央金庫 地域・中小企業研究所
Tel 03‒5202‒7671　Fax 03‒3278‒7048

1．（1）信用金庫の店舗数、合併等
信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移

信用金庫の合併等

統統 計計

１．信用金庫統計
信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の預金種類別預金･地区別預金

信用金庫の預金者別預金

信用金庫の科目別貸出金･地区別貸出金

信用金庫の貸出先別貸出金

２．金融機関業態別統計
業態別預貯金等

業態別貸出金

信用金庫の余裕資金運用状況

（凡例）
１．金額は、単位未満切捨てとした。
２．比率は、原則として小数点以下第１位までとし第２位以下切捨てとした。
３．記号・符号表示は次のとおり。

〔 〕ゼロまたは単位未満の計数 〔 〕該当計数なし 〔△〕減少または負
〔･･･〕不詳または算出不能 〔 〕 ％以上の増加率 〔 〕速報数字
〔 〕訂正数字 〔 〕 印までの数字と次期以降の数字は不連続

４．地区別統計における地区のうち、関東には山梨、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の４県、
九州北部は福岡、佐賀、長崎の３県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島の４県である。

※ 信金中金 地域・中小企業研究所のホームページ（ ）より 形式の統計資料をダウンロードすることができます。

１． 信用金庫の店舗数、合併等

信信用用金金庫庫のの店店舗舗数数、、会会員員数数、、常常勤勤役役職職員員数数のの推推移移 （単位：店、人）

信信用用金金庫庫のの合合併併等等

店　　　舗　　　数 常　勤　役　職　員　数

年 月 末 本  店 職　　　員
(信用金庫数) 男　子 女　子 計

合　計支  店 出張所 合  計 常勤役員
会　員　数

年　月　日 異　　　動　　　金　　　庫　　　名 新金庫名 金庫数 異動の種類

2014年1月6日 三浦藤沢 かながわ 名称変更

2014年2月24日 十三 摂津水都 北おおさか 合併

2016年1月12日 大垣 西濃 大垣西濃 合併

2016年2月15日 福井 武生 福井 合併

2017年1月23日 江差 函館 道南うみ街 合併

2018年1月1日 札幌 小樽 北海 北海道 合併

2018年1月22日 宮崎 都城 宮崎都城 合併

2019年1月21日 浜松 磐田 浜松磐田 合併

2019年2月25日 桑名　　　 三重 桑名三重 合併

2019年6月24日 掛川 島田 島田掛川 合併

2019年7月16日 静岡 焼津 しずおか焼津 合併

2020年1月20日 宮崎都城 南郷 宮崎第一 合併

2020年2月10日 備前 日生 備前日生 合併

統計資料の照会先：

信金中央金庫 地域･中小企業研究所
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１．(2)  信用金庫の預金種類別預金・地区別預金

預金種類別預金 (単位:億円、％)

要求払 定期性  外貨預金等
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 25.3
△ 0.3 △ 7.7
△ 0.3
△ 0.7 △ 15.2
△ 1.0 △ 10.5
△ 0.9 △ 10.5
△ 1.5
△ 1.6 △ 7.1
△ 1.6 △ 4.5
△ 1.7 △ 1.3
△ 1.6
△ 1.6
△ 1.6 △ 4.3
△ 1.5
△ 1.6
△ 1.7
△ 1.8 △ 17.0
△ 2.2 △ 10.5
△ 2.2 △ 3.0 △ 19.9

(備考) １. 預金計には譲渡性預金を含まない。
２. 実質預金は預金計から小切手･手形を差し引いたもの

地区別預金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1
△ 0.5
△ 0.1
△ 0.0

△ 0.1

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

全 国 計年 月 末

年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州

年 月 末
預金計  実質預金  譲渡性預金

北海道 東  北 東  京 関  東 北  陸 東  海

1．（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
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１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 4.6

△ 1.4

△ 0.9

△ 1.3

△ 1.6

△ 1.7

△ 1.9

△ 2.0

△ 2.0

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.1

△ 2.1

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.2

△ 2.2

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 10.0

△ 1.1

△ 0.6

△ 6.5

△ 6.3

△ 3.9

△ 7.8

△ 4.8 △ 4.2

△ 3.1

△ 1.8

△ 6.1 △ 2.8

△ 10.4

△ 12.0

△ 10.2 △ 5.8

△ 8.7

△ 0.2

△ 0.5 △ 8.2 △ 2.7

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 51.5
△ 100.0 △ 0.4

△ 15.5 ･･･
･･･ △ 4.7
･･･
･･･ △ 5.5

△ 100.0 △ 5.5
△ 100.0 △ 3.0

･･･ △ 8.2
△ 17.8 ･･･ △ 14.2

･･･ △ 0.4
△ 0.5 ･･･ △ 6.4
△ 17.2 ･･･ △ 11.9
△ 3.8 ･･･ △ 12.2
△ 2.3 ･･･ △ 10.5
△ 20.5 ･･･ △ 15.2

･･･ △ 1.3
△ 6.5 ･･･
△ 4.8 ･･･ △ 13.6

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 4.6

△ 1.4

△ 0.9

△ 1.3

△ 1.6

△ 1.7

△ 1.9

△ 2.0

△ 2.0

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.1

△ 2.1

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.2

△ 2.2

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 10.0

△ 1.1

△ 0.6

△ 6.5

△ 6.3

△ 3.9

△ 7.8

△ 4.8 △ 4.2

△ 3.1

△ 1.8

△ 6.1 △ 2.8

△ 10.4

△ 12.0

△ 10.2 △ 5.8

△ 8.7

△ 0.2

△ 0.5 △ 8.2 △ 2.7

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 51.5
△ 100.0 △ 0.4

△ 15.5 ･･･
･･･ △ 4.7
･･･
･･･ △ 5.5

△ 100.0 △ 5.5
△ 100.0 △ 3.0

･･･ △ 8.2
△ 17.8 ･･･ △ 14.2

･･･ △ 0.4
△ 0.5 ･･･ △ 6.4
△ 17.2 ･･･ △ 11.9
△ 3.8 ･･･ △ 12.2
△ 2.3 ･･･ △ 10.5
△ 20.5 ･･･ △ 15.2

･･･ △ 1.3
△ 6.5 ･･･
△ 4.8 ･･･ △ 13.6

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 4.6

△ 1.4

△ 0.9

△ 1.3

△ 1.6

△ 1.7

△ 1.9

△ 2.0

△ 2.0

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.1

△ 2.1

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.2

△ 2.2

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 10.0

△ 1.1

△ 0.6

△ 6.5

△ 6.3

△ 3.9

△ 7.8

△ 4.8 △ 4.2

△ 3.1

△ 1.8

△ 6.1 △ 2.8

△ 10.4

△ 12.0

△ 10.2 △ 5.8

△ 8.7

△ 0.2

△ 0.5 △ 8.2 △ 2.7

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 51.5
△ 100.0 △ 0.4

△ 15.5 ･･･
･･･ △ 4.7
･･･
･･･ △ 5.5

△ 100.0 △ 5.5
△ 100.0 △ 3.0

･･･ △ 8.2
△ 17.8 ･･･ △ 14.2

･･･ △ 0.4
△ 0.5 ･･･ △ 6.4

△ 17.2 ･･･ △ 11.9
△ 3.8 ･･･ △ 12.2
△ 2.3 ･･･ △ 10.5

△ 20.5 ･･･ △ 15.2
･･･ △ 1.3

△ 6.5 ･･･
△ 4.8 ･･･ △ 13.6

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

1．（3）信用金庫の預金者別預金
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１．(4)  信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金

科目別貸出金 (単位:億円、％)

手形貸付 証書貸付 当座貸越
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 7.3 △ 4.1
△ 8.5 △ 0.6

△ 4.3
△ 5.2
△ 3.9
△ 6.1
△ 6.2
△ 7.4

△ 18.5
△ 8.3

△ 8.6 △ 0.4
△ 9.6 △ 0.8

△ 0.6
△ 21.5 △ 1.3
△ 23.7 △ 2.7
△ 5.5 △ 2.1

地区別貸出金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.8 △ 0.2
△ 0.1 △ 0.4

△ 0.4
△ 0.1
△ 0.5
△ 0.5
△ 0.4

△ 0.0 △ 0.5
△ 0.0 △ 0.0
△ 0.1
△ 0.6
△ 0.7 △ 0.0
△ 0.4
△ 0.9
△ 0.2

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.2

△ 0.4
△ 0.3

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

年 月 末

関  東 北  陸 東  海
年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州 全 国 計

貸出金計
割引手形 貸付金

年 月 末

北海道 東  北 東  京

1．（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
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1．（5）信用金庫の貸出先別貸出金１．(5)  信用金庫の貸出先別貸出金

(単位:億円、％)

貸出金計 　企業向け計
年 月 末 製造業 建設業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.3 △ 0.1
△ 1.1

△ 0.6
△ 0.1

△ 0.0
△ 1.0
△ 0.3
△ 0.9

年 月 末 卸売業 小売業 　不動産業
　個人による貸家業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.3 △ 1.7
△ 1.1

△ 0.0 △ 0.5
△ 0.6 △ 0.8
△ 0.6 △ 1.2

△ 0.8 △ 0.6 △ 1.6
△ 0.4 △ 1.7

△ 2.2

年 月 末 飲食業 宿泊業 　医療・福祉 　物品賃貸業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.3 △ 1.9
△ 0.4

△ 0.1
△ 0.1
△ 0.5 △ 1.5
△ 0.6 △ 0.8
△ 1.0 △ 1.3
△ 1.3
△ 0.6

△ 0.9

年 月 末 　住宅ローン

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 2.7
△ 8.6

△ 4.1
△ 2.0 △ 0.2

△ 19.9 △ 0.9
△ 23.0 △ 2.3
△ 24.4 △ 0.9
△ 21.2 △ 2.7

(備考) １．日本銀行「業種別貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(4)科目別・地区別貸出金の貸出金計とは一致しない。

　　　 ２．海外円借款、国内店名義現地貸を企業向け計の内訳として掲載

  地方公共団体 個  人 海外円借款、国内店名義現地貸
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1．（6）信用金庫の余裕資金運用状況１．(6)  信用金庫の余裕資金運用状況

(単位:億円、％)

コール 買 現 先 債券貸借取引 買入金銭 金 銭 の 商    品
現    金 買入手形 ローン 勘　　定 支払保証金 債    権 信    託 有価証券

公社公団債 金 融 債 そ の 他
(△6.3) (△0.0)

(△1.4) (△7.3) (△4.9)
(△0.1) (△10.7) (△4.2)

(△4.4) (△3.3)
(△12.3) (△4.1)
(△11.3) (△2.6)
(△11.8) (△1.1)
(△13.3) (△1.1)

(△0.2) (△16.1) (△0.6)
(△1.2) (△17.4) (△0.9)
(△1.3) (△17.8) (△0.2)
(△1.0) (△16.0)
(△0.1) (△13.7)

(△6.6)
(△7.3)
(△7.5)

(△0.4) (△5.4)
(△1.4)

信金中金
その他の 利 用 額 預 貸 率 (Ａ)/預金 預 証 率 (Ｂ)/預金 (Ｂ)/(Ａ)
証    券 （Ｂ）

(備考) 1. (   )内は前年同月比増減率
預貸率＝貸出金/預金×100(%)、預証率＝有価証券/預金×100(%)（預金には譲渡性預金を含む。）
余資運用資産計は、現金、預け金、買入手形、コールローン、買現先勘定、債券貸借取引支払保証金、
買入金銭債権、金銭の信託、商品有価証券、有価証券の合計

短期社債 社    債 株    式

余資運用資産計(A)年 月 末
貸付信託 投資信託外国証券

預 け 金年 月 末
うち信金中金預け金

有価証券年 月 末
国    債 地 方 債
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2．（1）業態別預貯金等２．(1)  業態別預貯金等

(単位:億円、％)

信用金庫 国内銀行 大手銀行 地方銀行

年 月 末 (債券､信託を含む) (債券､信託を含む) 　うち都市銀行

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1

第二地銀 郵便貯金 預貯金等合計

年 月 末
前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.6
△ 2.1
△ 1.9
△ 5.3 ―　 ― ―　 ―
△ 5.1
△ 5.0 ―　 ― ―　 ―
△ 4.6 ―　 ― ―　 ―
△ 5.5
△ 5.0 ―　 ― ―　 ―
△ 4.6 ―　 ― ―　 ―
△ 4.9
△ 4.8 ―　 ―        ― ―
△ 4.3 ―　 ―        ― ―
△ 4.7

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

(備考) 1. 日本銀行『金融経済統計月報』、ゆうちょ銀行ホームページ等より作成

大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

国内銀行･大手銀行には、全国内銀行の債券および信託勘定の金銭信託・貸付信託・年金信託・財産形成給付信託を含めた。

郵便貯金は2008年４月より四半期ベースで公表

預貯金等合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の預貯金等の残高の合計により算出

うち預金
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2．（2）業態別貸出金２．(2)  業態別貸出金

(単位:億円、％)

信用金庫 大手銀行 都市銀行 地方銀行 第二地銀 合  計

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1
△ 1.3

△ 0.3
△ 0.5
△ 0.4
△ 5.2

△ 0.2 △ 5.3
△ 0.2 △ 5.4

△ 5.2
△ 5.8
△ 5.6
△ 5.4
△ 5.3
△ 5.2
△ 5.1
△ 5.4

(備考) １．日本銀行『金融経済統計月報』等より作成
２．大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数
３．合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の貸出金残高の合計により算出

年 月 末
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